
ー「化学」「革新」「夢」の三井化学を目指してー

〒105-7117
東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンター

お問い合わせ先
CSR・広報部
TEL 03-6253-2100
FAX 03-6253-4245
http://jp.mitsuichem.com

石油系溶剤の揮発性有機化合物（VOC）
を含まない、100％植物油（大豆油）ベー
スのインキを使用しています。
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編集方針

　本報告書は、ステークホルダーの皆様との対話を図るために、CSR
の3つの側面（経済・環境・社会）のうち、主に環境および社会の側面
に関わる三井化学グループの取り組みを報告しています。なお、経済
側面は、アニュアルレポートで報告しています。
　本報告書の構成は、「三井化学グループと社会」「三井化学グルー
プと環境」および「CSRを支える仕組み」とし、社会面はステークホル
ダー別に取り組みを報告しています。また「特集」では、地球温暖化に
ついて当社グループが進めている取り組みを紹介しています。

WEBマークをつけた情報・データは、当社ホームページでご
覧いただけます。

ホームページ　http://jp.mitsuichem.com

報告書の対象範囲

対象期間：
　2007年度（2007年4月1日から2008年3月31日まで。ただし、 
　一部のデータについては2008年4月以降の活動も含んでいます。）
データの集計範囲：
　三井化学を基本とし、関係会社を含む場合は本文に記載しました。

参考にしたガイドライン

グローバル・リポーティング・イニシアティブ（GRI）
「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」
環境省「環境報告書ガイドライン2003年度版」
環境省「環境会計ガイドライン2005年版」

サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002対比リスト

発行時期

2008年8月（次回：2009年8月予定）

古紙のリサイクルに取り組むオフィス町内
会と、森林の再生に取り組む岩手県岩泉
町との連携により実現した「森の町内会̶
間伐に寄与した紙̶」を本文P2～59に
使用しています。

本報告書は、環境へ配慮した制作・印刷方法を採用しています。

適切に管理された森林で生産された木材
を原料に含む「FSC認証紙」を使用してい
ます。

有害廃液を出さない「水なし印刷」方式で
印刷しています。



三井化学グループの概要
三井化学グループは、人々の生活に新たな豊かさをつくり上げるために、
「絶えず革新を追求し、化学のちからで夢をかたちにする企業グループ」を目指しています。

■ 三井化学拠点

● 連結子会社

▲ 持分法適用会社

会社概要 （2008年3月31日現在）
社名　
　三井化学株式会社

本社
　〒105-7117　東京都港区東新橋一丁目5番2号
　汐留シティセンター

代表取締役社長
　藤吉 建二

資本金
　103,226百万円

社員
　連結：12,814人

国内製造拠点
　市原工場（含む茂原分工場）、名古屋工場、
   大阪工場、岩国大竹工場、大牟田工場

研究所
　袖ケ浦センター

国内販売拠点
　本社、支店3（名古屋、大阪、福岡）

海外事務所
　北京
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↑オブジェクト色はここから

1つとばしで

使用する
↓メモリ書体、級数はここから

↑棒グラフの細さはここから

↑メモリ、メモリ罫線の色はここから

8級

発生量

発生量

�����

（千 �）

↑グラフの数値の書体、級数

9級（基本）

���

��

1

2

3

4

5

6

�����

�����
�����

�����

�����

�����

�����

�����
���

�

05 06 07

（億円）

（年度） 0

500

1000

1500

2000

2500

3000
海外連結子会社の売上高

↑オブジェクト色はここから

1つとばしで

使用する
↓メモリ書体、級数はここから

↑棒グラフの細さはここから

↑メモリ、メモリ罫線の色はここから

8級

発生量

発生量

�����

（千 �）

↑グラフの数値の書体、級数

9級（基本）

���

��

1

2

3

4

5

6

�����
����� �����

�����

�����

�����

�����

���

�

05 06 07

（人）

（年度） 0

500

1000

1500

2000

2500
海外連結子会社の社員数関係会社数

国内（64社） 海外（37社）

連結子会社
（63社）

35社 28社

持分法適用会社
（38社）

29社 9社

会社情報

環境保全に貢献する
事業・製品・技術一覧

三井化学グループは、
こんな素材・製品を提供しています。

  輸液バッグ
　■ウルトゼックスⓇ

★■プライムポリプロⓇ

 クッション
★■ウレタン

 グラスランチャンネル
★■ミラストマーⓇ

 クリアコート用塗料
★■アルマテックスⓇ

 ギア油、
 エンジンオイル添加剤
★■ルーカントⓇ

 ガソリンタンク
★■ハイゼックスⓇ

★■アドマーⓇ
　（性質の異なる樹脂を接着させる接着剤）

ヘッドランプレンズ用樹脂
■ビスフェノールA
（透明性の高いポリカー
ボネート樹脂の原料） 不凍液

■エチレングリコール

 ディーゼル車NOX還元添加剤
★■アドブルーⓇ（高品位尿素水）
　（＊アドブルー® は、ドイツ自動車工業会の
　 登録商標です）

 バンパー
★■プライムポリプロⓇ

★■タフマーⓇ

　

 ホース
 ■三井EPT
★■プライムポリプロⓇ

 ブレーキパッド用バインダー樹脂
 シェルモールド用バインダー樹脂
★■ミレックスⓇ

タイヤ接着剤
■レゾルシン

 マッドガード
★■ミラストマーⓇ

後方監視カメラ
■プラパックスⓇ
（イメージセンサー用プラスチックパッケージ）

  マスク
　■テクノロートⓇ

　■シンテックスⓇ消毒液
■メタ／パラクレゾール

   注射器
★■プライムポリプロⓇ

  電線被覆
★■ハイゼックスⓇ

★■エボリューⓇ

　■ノティオⓇ

医療用具
■デグリックスⓇ
（抜糸不要の縫合糸原料）
■歯科材料

義足
■ハイゼックスミリオンⓇ

薬剤包装
■アペルⓇ

■ユニストールⓇ

 農薬
★■トレボンⓇ

★■スタークルⓇ

★■アルバリンⓇ
（＊アルバリン®は、アグロカネ
ショウ（株）の登録商標です）
 ■ネビジンⓇ

 ■クロールピクリン
★■ミルベノックⓇ

 ■タチガレンⓇ

ハイブリッドライス種子
■みつひかりⓇ2003、2005

肥料
■尿素

 太陽電池
★■ソーラーエバⓇ
　（太陽電池封止材）
★■モノシラン
　（シリコン膜原料）

消火配管
■エルメックスⓇ-SP

窓用透明樹脂原料
■ビスフェノールA
（透明性・耐候性、耐衝撃性が高い
ポリカーボネート樹脂の原料）

眼鏡
■MRシリーズ
（高屈折率プラスチック
眼鏡レンズ用材料）

 洗剤容器、
 食品包装
★■ハイゼックスⓇ

 ■ウルトゼックスⓇ

★■エボリューⓇ

★■プライムポリプロⓇ

 ■ミラソンⓇ

給水給湯管
■エルメックスⓇ

冷蔵庫用断熱材
■ウレタン

 PETボトル
 ■三井PET
★■プライムポリプロⓇ

 医薬品
 ■タウリン
 

 食品包装
★■アドマーⓇ
　（性質の異なる樹脂を接着さ
 せる接着剤）
★■ウレタン
　（性質の異なる樹脂を接着さ
　せる接着剤）
★■ケミパールⓇ
　（異なる材質からなるシートを
 接着させる接着剤）

 スポーツシューズ
★■タフマーⓇ
　（ミッドソール）

 ラップフィルム
 ■TPXⓇ
　（耐熱性の高いラップフィルム）
 ■ハイラップⓇ

ティーバッグ
■SWPⓇ

（ヒートシールタイプの
ティーバッグ）

 紙おむつ
★■シンテックスⓇ

 ■エスポアールⓇ

携帯電話
■ネオフレックスⓇ
（フレキシブルプリント基板用材料）
■プラパックスⓇ
（耐湿性、寸法精度に優れたフレキシブ
ルプリント基板用材料）
■アペルⓇ
（小型で高精彩なカメラレンズ材料）

リチウム電池用電解液
■ミレットⓇ
（携帯電話・パソコン・デジタルカメラに使用）デジタルカメラ

■プラパックスⓇ
（イメージセンサー用
プラスチックパッケージ）

 パソコン
 ■ブライトリフレクターⓇ
　（液晶バックライト用反射材）
★■アーレンⓇ
　（鉛フリーはんだ対応の高耐熱性樹脂）
　■三フッ化窒素
　（半導体・液晶製造装置用
　クリーニング剤）

 プリンター
 ■三井EPT
　（プリンターの給紙、
 排紙ロールに使用）
 ■ハイワックス
　（トナー用添加剤）
 ■FTRⓇ
　（トナー用添加剤）
★■アルマテックスⓇ
　（トナー用バインダー樹脂）
★■オーラムⓇ
　（軸受）

★■モノシラン
　（シリコン膜原料）
　■ビスフェノールA
　（耐衝撃性、耐候性の高い
　ポリカーボネート樹脂の原料）

 液晶
　■LC-ストラクトボンドⓇ
　（シール材）

ポリエステル繊維
■高純度テレフタル酸
■エチレングリコール
（ポリエステル繊維原料）

新聞紙、段ボール
■アクリルアマイド
（紙力増強剤原料）
■ホープロンⓇ
（紙力増強剤）
■ボンロンⓇ
（紙加工用樹脂）

 フラットパネル
 ディスプレイ
　■ノティオⓇ（保護フィルム）
★■プライムポリプロⓇ
　（コンデンサー用フィルム）

HDD用サスペンション
■ネオフレックスⓇ
（フレキシブル基材）

DVDドライブ
■アペルⓇ
（ピックアップレンズ用樹脂）

CD、DVD
■ビスフェノールA
（透明性の高いポリカーボ
ネート樹脂の原料）

■ 機能材料　
■ 先端化学品　
■ 基礎化学品　
★ 環境保全に貢献する製品

ガスパイプ
■三井PEガス導管システム

三井化学独自の触媒技術、
ポリマー技術より生まれる、
差別化機能を持った素材製
品です。さらに加工技術を融
合することにより生まれる新し
い機能を持つ加工製品にも
なります。電子・情報・ヘルス
ケア・生活・環境分野で幅広
く社会に貢献しています。

三井化学の精密合成技術・
バイオ技術により生まれる機
能製品です。医薬品原料や
高強度で加工のしやすいメガ
ネレンズ材料、および農産物
の安定生産に寄与する殺虫
剤・殺菌剤などがあります。

石油と天然ガスを化学的に
処理した、私たちの暮らしに
役立つ様々な素材の原料で
す。ポリエチレンやポリプロピ
レンおよびその原料、PET樹
脂およびその原料、フェノー
ルおよびビスフェノールAなど
があります。

機能材料 先端化学品 基礎化学品
バッテリーセパレーター
■ハイゼックスミリオンⓇ
（耐薬品性、高強度を
活かして使用）

■ユニストールⓇ
　（樹脂を塗装するためのプライマー）

 防蟻・防疫用薬剤
★■ミケブロックⓇ

　■ベルミトールⓇ

　■レナトップⓇ
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携帯電話
■ネオフレックスⓇ
（フレキシブルプリント基板用材料）
■プラパックスⓇ
（耐湿性、寸法精度に優れたフレキシブ
ルプリント基板用材料）
■アペルⓇ
（小型で高精彩なカメラレンズ材料）

リチウム電池用電解液
■ミレットⓇ
（携帯電話・パソコン・デジタルカメラに使用）デジタルカメラ

■プラパックスⓇ
（イメージセンサー用
プラスチックパッケージ）

 パソコン
 ■ブライトリフレクターⓇ
　（液晶バックライト用反射材）
★■アーレンⓇ
　（鉛フリーはんだ対応の高耐熱性樹脂）
　■三フッ化窒素
　（半導体・液晶製造装置用
　クリーニング剤）

 プリンター
 ■三井EPT
　（プリンターの給紙、
 排紙ロールに使用）
 ■ハイワックス
　（トナー用添加剤）
 ■FTRⓇ
　（トナー用添加剤）
★■アルマテックスⓇ
　（トナー用バインダー樹脂）
★■オーラムⓇ
　（軸受）

★■モノシラン
　（シリコン膜原料）
　■ビスフェノールA
　（耐衝撃性、耐候性の高い
　ポリカーボネート樹脂の原料）

 液晶
　■LC-ストラクトボンドⓇ
　（シール材）

ポリエステル繊維
■高純度テレフタル酸
■エチレングリコール
（ポリエステル繊維原料）

新聞紙、段ボール
■アクリルアマイド
（紙力増強剤原料）
■ホープロンⓇ
（紙力増強剤）
■ボンロンⓇ
（紙加工用樹脂）

 フラットパネル
 ディスプレイ
　■ノティオⓇ（保護フィルム）
★■プライムポリプロⓇ
　（コンデンサー用フィルム）

HDD用サスペンション
■ネオフレックスⓇ
（フレキシブル基材）

DVDドライブ
■アペルⓇ
（ピックアップレンズ用樹脂）

CD、DVD
■ビスフェノールA
（透明性の高いポリカーボ
ネート樹脂の原料）

■ 機能材料　
■ 先端化学品　
■ 基礎化学品　
★ 環境保全に貢献する製品

ガスパイプ
■三井PEガス導管システム

三井化学独自の触媒技術、
ポリマー技術より生まれる、
差別化機能を持った素材製
品です。さらに加工技術を融
合することにより生まれる新し
い機能を持つ加工製品にも
なります。電子・情報・ヘルス
ケア・生活・環境分野で幅広
く社会に貢献しています。

三井化学の精密合成技術・
バイオ技術により生まれる機
能製品です。医薬品原料や
高強度で加工のしやすいメガ
ネレンズ材料、および農産物
の安定生産に寄与する殺虫
剤・殺菌剤などがあります。

石油と天然ガスを化学的に
処理した、私たちの暮らしに
役立つ様々な素材の原料で
す。ポリエチレンやポリプロピ
レンおよびその原料、PET樹
脂およびその原料、フェノー
ルおよびビスフェノールAなど
があります。

機能材料 先端化学品 基礎化学品
バッテリーセパレーター
■ハイゼックスミリオンⓇ
（耐薬品性、高強度を
活かして使用）

■ユニストールⓇ
　（樹脂を塗装するためのプライマー）

 防蟻・防疫用薬剤
★■ミケブロックⓇ

　■ベルミトールⓇ

　■レナトップⓇ
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環境保全に貢献する
事業・製品・技術一覧

三井化学グループは、
こんな素材・製品を提供しています。

  輸液バッグ
　■ウルトゼックスⓇ

★■プライムポリプロⓇ

 クッション
★■ウレタン

 グラスランチャンネル
★■ミラストマーⓇ

 クリアコート用塗料
★■アルマテックスⓇ

 ギア油、
 エンジンオイル添加剤
★■ルーカントⓇ

 ガソリンタンク
★■ハイゼックスⓇ

★■アドマーⓇ
　（性質の異なる樹脂を接着させる接着剤）

ヘッドランプレンズ用樹脂
■ビスフェノールA
（透明性の高いポリカー
ボネート樹脂の原料） 不凍液

■エチレングリコール

 ディーゼル車NOX還元添加剤
★■アドブルーⓇ（高品位尿素水）
　（＊アドブルー® は、ドイツ自動車工業会の
　 登録商標です）

 バンパー
★■プライムポリプロⓇ

★■タフマーⓇ

　

 ホース
 ■三井EPT
★■プライムポリプロⓇ

 ブレーキパッド用バインダー樹脂
 シェルモールド用バインダー樹脂
★■ミレックスⓇ

タイヤ接着剤
■レゾルシン

 マッドガード
★■ミラストマーⓇ

後方監視カメラ
■プラパックスⓇ
（イメージセンサー用プラスチックパッケージ）

  マスク
　■テクノロートⓇ

　■シンテックスⓇ消毒液
■メタ／パラクレゾール

   注射器
★■プライムポリプロⓇ

  電線被覆
★■ハイゼックスⓇ

★■エボリューⓇ

　■ノティオⓇ

医療用具
■デグリックスⓇ
（抜糸不要の縫合糸原料）
■歯科材料

義足
■ハイゼックスミリオンⓇ

薬剤包装
■アペルⓇ

■ユニストールⓇ

 農薬
★■トレボンⓇ

★■スタークルⓇ

★■アルバリンⓇ
（＊アルバリン®は、アグロカネ
ショウ（株）の登録商標です）
 ■ネビジンⓇ

 ■クロールピクリン
★■ミルベノックⓇ

 ■タチガレンⓇ

ハイブリッドライス種子
■みつひかりⓇ2003、2005

肥料
■尿素

 太陽電池
★■ソーラーエバⓇ
　（太陽電池封止材）
★■モノシラン
　（シリコン膜原料）

消火配管
■エルメックスⓇ-SP

窓用透明樹脂原料
■ビスフェノールA
（透明性・耐候性、耐衝撃性が高い
ポリカーボネート樹脂の原料）

眼鏡
■MRシリーズ
（高屈折率プラスチック
眼鏡レンズ用材料）

 洗剤容器、
 食品包装
★■ハイゼックスⓇ

 ■ウルトゼックスⓇ

★■エボリューⓇ

★■プライムポリプロⓇ

 ■ミラソンⓇ

給水給湯管
■エルメックスⓇ

冷蔵庫用断熱材
■ウレタン

 PETボトル
 ■三井PET
★■プライムポリプロⓇ

 医薬品
 ■タウリン
 

 食品包装
★■アドマーⓇ
　（性質の異なる樹脂を接着さ
 せる接着剤）
★■ウレタン
　（性質の異なる樹脂を接着さ
　せる接着剤）
★■ケミパールⓇ
　（異なる材質からなるシートを
 接着させる接着剤）

 スポーツシューズ
★■タフマーⓇ
　（ミッドソール）

 ラップフィルム
 ■TPXⓇ
　（耐熱性の高いラップフィルム）
 ■ハイラップⓇ

ティーバッグ
■SWPⓇ

（ヒートシールタイプの
ティーバッグ）

 紙おむつ
★■シンテックスⓇ

 ■エスポアールⓇ

携帯電話
■ネオフレックスⓇ
（フレキシブルプリント基板用材料）
■プラパックスⓇ
（耐湿性、寸法精度に優れたフレキシブ
ルプリント基板用材料）
■アペルⓇ
（小型で高精彩なカメラレンズ材料）

リチウム電池用電解液
■ミレットⓇ
（携帯電話・パソコン・デジタルカメラに使用）デジタルカメラ

■プラパックスⓇ
（イメージセンサー用
プラスチックパッケージ）

 パソコン
 ■ブライトリフレクターⓇ
　（液晶バックライト用反射材）
★■アーレンⓇ
　（鉛フリーはんだ対応の高耐熱性樹脂）
　■三フッ化窒素
　（半導体・液晶製造装置用
　クリーニング剤）

 プリンター
 ■三井EPT
　（プリンターの給紙、
 排紙ロールに使用）
 ■ハイワックス
　（トナー用添加剤）
 ■FTRⓇ
　（トナー用添加剤）
★■アルマテックスⓇ
　（トナー用バインダー樹脂）
★■オーラムⓇ
　（軸受）

★■モノシラン
　（シリコン膜原料）
　■ビスフェノールA
　（耐衝撃性、耐候性の高い
　ポリカーボネート樹脂の原料）

 液晶
　■LC-ストラクトボンドⓇ
　（シール材）

ポリエステル繊維
■高純度テレフタル酸
■エチレングリコール
（ポリエステル繊維原料）

新聞紙、段ボール
■アクリルアマイド
（紙力増強剤原料）
■ホープロンⓇ
（紙力増強剤）
■ボンロンⓇ
（紙加工用樹脂）

 フラットパネル
 ディスプレイ
　■ノティオⓇ（保護フィルム）
★■プライムポリプロⓇ
　（コンデンサー用フィルム）

HDD用サスペンション
■ネオフレックスⓇ
（フレキシブル基材）

DVDドライブ
■アペルⓇ
（ピックアップレンズ用樹脂）

CD、DVD
■ビスフェノールA
（透明性の高いポリカーボ
ネート樹脂の原料）

■ 機能材料　
■ 先端化学品　
■ 基礎化学品　
★ 環境保全に貢献する製品

ガスパイプ
■三井PEガス導管システム

三井化学独自の触媒技術、
ポリマー技術より生まれる、
差別化機能を持った素材製
品です。さらに加工技術を融
合することにより生まれる新し
い機能を持つ加工製品にも
なります。電子・情報・ヘルス
ケア・生活・環境分野で幅広
く社会に貢献しています。

三井化学の精密合成技術・
バイオ技術により生まれる機
能製品です。医薬品原料や
高強度で加工のしやすいメガ
ネレンズ材料、および農産物
の安定生産に寄与する殺虫
剤・殺菌剤などがあります。

石油と天然ガスを化学的に
処理した、私たちの暮らしに
役立つ様々な素材の原料で
す。ポリエチレンやポリプロピ
レンおよびその原料、PET樹
脂およびその原料、フェノー
ルおよびビスフェノールAなど
があります。

機能材料 先端化学品 基礎化学品
バッテリーセパレーター
■ハイゼックスミリオンⓇ
（耐薬品性、高強度を
活かして使用）

■ユニストールⓇ
　（樹脂を塗装するためのプライマー）

 防蟻・防疫用薬剤
★■ミケブロックⓇ

　■ベルミトールⓇ

　■レナトップⓇ
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ページをめくると　　　　こんなところに“三井化学”の製品が

ステークホルダーと2007年度の主な取り組み

三井化学
グループ
●2008年度中期
経営計画（➡P7）

株主・投資家
P27

政府・行政

投資家

株主
お客様

取引先

消費者

労働市場

従業員

近隣住民

近隣諸団体

NGO・NPO

地方自治体

関係省庁

国連

政府

三井グループ

化学業界

学界

経済界

お客様・取引先
P23～26

NGO・NPONGO・NPO

地域社会
P28～29

産学界
P30

地球環境
P39～48

● 新化学品規制に
　適応した新たな
　化学品管理
　 （➡P25）

● グリーン購入開始
　 （➡P26）

● 「北海道大学－
   三井化学合同
   シンポジウム」開催
　 （➡P30）

● Mitsui
   Chemicals 
   Asia Pacifi c
   Technical 
   Centre開設
　 （➡P30）

● 株主との対話
　 （➡P27）

● コーポレート・ガバナンス
   の充実
　 （➡P49）

● 仕事と生活の調和
　（ワーク・ライフ・
　バランス）推進に向けて
　 （➡P33）

● 「和サロン」の開設
　 （➡P34）

● 中国中山の小学校にパソコンを寄贈
　 （➡P29）

● Relay for Life (米国)
　 （➡P29）

● 3軸経営（➡P8）
● 省エネへの取り組み（➡P40）
● 三井化学グループの3R （➡P44）

● 国連グローバル・コンパクトに参加
　 （➡P10）

● 厚生労働省「仕事と生活の調和推進
   プロジェクト」参画（➡P33）

従業員

従業員・労働市場
P31～36
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　当社は、「企業グループ理念」に「地球環境との調

和の中で、材料・物質の革新と創出を通して高品質の

製品とサービスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献

する」と謳っており、この理念を本業を通じて具現化す

ることこそが当社の目指すCSRの姿である、と考えてい

ます。

　このため、長期の経営の目指す姿を示す「グランドデ

ザイン」においては、長期経営目標として、収益目標に

加えて環境目標を設定しています。これは、環境を経

済活動の制約ととらえるのではなく、「GHG（温室効果

ガス）削減」や「非化石原料の活用」などの地球環境

問題への対応に積極的に取り組もうとするものです。

　また、「経済・環境・社会3軸での業績評価制度」

を取り入れています。役員および幹部社員の業績

評価について、事業収益等の「経済軸」だけでなく、

「環境軸」や労働災害撲滅、法令遵守などの「社

会軸」における取り組みも重要な業績評価要素とと

らえ、これら3軸のバランスのとれた経営を進めてい

こうとしています。

　CSR推進のためには、前述の経営全体の取り組み

に加え、第一線の社員一人ひとりが自ら考え、自ら取

り組むことが重要と考えます。当社では、約470名の

CSRサポーターが関係会社を含むグループ企業の各

職場から選ばれ、当社CSR活動の核としてそれぞれの

持ち場、立場で積極的に活動しています。アジアの主

要海外拠点からも現地の社員がCSRサポーターとして

参加しています。

　現在、CSRサポーターによる熱心な議論を経て策

定した「三井化学グループ行動指針」のさらなる浸透

と定着を目指し、このCSRサポーターを中心にした「夢

トーク（行動指針ディスカッション）」活動を三井化学グ

ループ全体で展開しています。

　「社会から信頼される企業グループ」を目指すにあ

たっては、コンプライアンス（法令･ルールの遵守）はそ

ステークホルダーの皆様とのコミュニケーションを大切に

「社会から信頼される
企業グループ」を目指します

の大前提です。「三井化学グループ行動指針」において

も、「いかなる利益の追求よりも、法令・ルールの遵守を

優先」することを第一項に据え、徹底を図っています。

　今後も内部統制の的確な推進や風通しのよい企業

風土の構築等に継続的に取り組み、法令･ルール違反

の発生を許さない、磐石のコンプライアンス体制づくりを

目指します。

　社会の信頼を得るためには、ステークホルダーの皆様

の声に耳を傾ける「受信」と、企業としての活動を積極

的に伝えていく「発信」の、双方向のコミュニケーション

が極めて重要です。これからも、各々のステークホルダー

の皆様とのよりよい双方向のコミュニケーションを目指

し、様々な場での「受信」と「発信」を拡げ、深めていきた

いと思います。

　以上のような点を踏まえ、今年も「CSR報告書2008」

を作成し、皆様のもとにお届けします。

　今年は、特に「地球温暖化」にスポットを当て、その当

社の取り組みを、社外有識者の方 と々社員との対話（ダイ

アログ）の形でご紹介しています。これらを通じて、ものづく

りの現場での工夫と躍動を感じていただければ幸いです。

　ぜひ本報告書をご一読の上、当社へのご理解を深め

ていただくとともに、忌憚のないご意見をお寄せください。

本業を通じた貢献こそがCSR 社員主体のCSR推進
～CSRサポーターを核に

三井化学グループは、CSRの積極推進を経営の重要な課題として、
次の4点を大切に「社会から信頼される企業グループ」を目指したCSRを進めていきます。

コンプライアンスはCSRの基盤

コミュニケーションを大切に

三井化学株式会社　代表取締役社長

トップメッセージ
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　当社は、「企業グループ理念」に「地球環境との調

和の中で、材料・物質の革新と創出を通して高品質の

製品とサービスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献

する」と謳っており、この理念を本業を通じて具現化す

ることこそが当社の目指すCSRの姿である、と考えてい

ます。

　このため、長期の経営の目指す姿を示す「グランドデ

ザイン」においては、長期経営目標として、収益目標に

加えて環境目標を設定しています。これは、環境を経

済活動の制約ととらえるのではなく、「GHG（温室効果
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評価について、事業収益等の「経済軸」だけでなく、

「環境軸」や労働災害撲滅、法令遵守などの「社

会軸」における取り組みも重要な業績評価要素とと

らえ、これら3軸のバランスのとれた経営を進めてい

こうとしています。

　CSR推進のためには、前述の経営全体の取り組み

に加え、第一線の社員一人ひとりが自ら考え、自ら取

り組むことが重要と考えます。当社では、約470名の

CSRサポーターが関係会社を含むグループ企業の各

職場から選ばれ、当社CSR活動の核としてそれぞれの

持ち場、立場で積極的に活動しています。アジアの主

要海外拠点からも現地の社員がCSRサポーターとして

参加しています。

　現在、CSRサポーターによる熱心な議論を経て策

定した「三井化学グループ行動指針」のさらなる浸透

と定着を目指し、このCSRサポーターを中心にした「夢

トーク（行動指針ディスカッション）」活動を三井化学グ

ループ全体で展開しています。

　「社会から信頼される企業グループ」を目指すにあ

たっては、コンプライアンス（法令･ルールの遵守）はそ

ステークホルダーの皆様とのコミュニケーションを大切に

「社会から信頼される
企業グループ」を目指します

の大前提です。「三井化学グループ行動指針」において

も、「いかなる利益の追求よりも、法令・ルールの遵守を
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の発生を許さない、磐石のコンプライアンス体制づくりを

目指します。

　社会の信頼を得るためには、ステークホルダーの皆様

の声に耳を傾ける「受信」と、企業としての活動を積極

的に伝えていく「発信」の、双方向のコミュニケーション

が極めて重要です。これからも、各々のステークホルダー

の皆様とのよりよい双方向のコミュニケーションを目指

し、様々な場での「受信」と「発信」を拡げ、深めていきた

いと思います。

　以上のような点を踏まえ、今年も「CSR報告書2008」

を作成し、皆様のもとにお届けします。

　今年は、特に「地球温暖化」にスポットを当て、その当

社の取り組みを、社外有識者の方 と々社員との対話（ダイ

アログ）の形でご紹介しています。これらを通じて、ものづく

りの現場での工夫と躍動を感じていただければ幸いです。

　ぜひ本報告書をご一読の上、当社へのご理解を深め

ていただくとともに、忌憚のないご意見をお寄せください。

本業を通じた貢献こそがCSR 社員主体のCSR推進
～CSRサポーターを核に

三井化学グループは、CSRの積極推進を経営の重要な課題として、
次の4点を大切に「社会から信頼される企業グループ」を目指したCSRを進めていきます。

コンプライアンスはCSRの基盤

コミュニケーションを大切に

三井化学株式会社　代表取締役社長

トップメッセージ
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下としました。

　産業廃棄物埋立量削減の目標は、本体工場および国

内外連結子会社（生産拠点）で発生する産業廃棄物量に

対し、埋め立てる量の割合を1％以下まで削減することとし

ました。そのほか、石油の代わりに植物資源などで化学製

品をつくる「非化石原料活用技術の開発」を環境目標に加

えました。

　社会目標は、世界最高の労働安全水準の達成としました。

　2008年度から始まる2008年度中期経営計画は、グラ

ンドデザインの長期経営目標を実現するための前半4カ年

さらなる成長を目指して

　グランドデザインは三井化学グループの経営の基本骨格

です。当社は、経済・環境・社会の3軸のバランスのとれた

経営を実現し、持続的に発展できる企業を目指します。

　長期経営目標は、当社が8～10年で達成すべき目標

です。

　収益（経済）目標としては、本業の利益を表す営業利益

を1,500億円以上、経営の効率を表すROA（総資産営業

利益率）を10％以上と設定しました。

　環境目標としては、GHG（温室効果ガス）原単位指数と

産業廃棄物埋立量の削減、非化石原料活用技術の開

発に取り組むことにしました。GHG原単位は、製品1tを生

産するのに排出されるGHG量（t）です。当社では、1990

年度（基準年度）からどれだけGHG原単位が小さくなった

かを表す原単位指数（次式）を指標とし、その目標を90以

三井化学は2007年10月に発足10周年を迎え、
これを機に次の10～15年のさらなる成長を目指した「グランドデザイン」を策定しました。
また、その長期経営目標の達成に向けた前半4カ年の中期経営計画として
「2008年度中期経営計画」を策定しました。

グランドデザイン

2008年度中期経営計画

GHG原単位指数
現在のGHG原単位×100

1990年度のGHG原単位

行動指針

短期経営計画（予算）

企業
グループ
理念

目指すべき
企業グループ像

地球環境との調和の中で、材料・物質
の革新と創出を通して高品質の製品と
サービスを顧客に提供し、もって広く
社会に貢献する。

中期経営計画

事業ポートフォリオ

長期経営目標（2015年近傍）
・経済　・環境　・社会

経済
●営業利益：1,500億円以上
●ROA（総資産営業利益率）：10％以上

環境
●GHG＊1（温室効果ガス）原単位指数：
1990年度比90以下（本体・国内連結
子会社）
●産業廃棄物埋立量：ミニマム化達成
（本体・国内外連結子会社生産拠点、産
業廃棄物埋立量／同発生量≦1％）
●非化石原料活用技術の開発

社会
●世界最高の労働安全水準

「化学」「革新」「夢」の三井化学
～絶えず革新を追求し、化学のちから
で夢をかたちにする企業グループ

＊1 GHG：Green House Gasの
略。太陽からの熱を地球に閉じ込
め、地表を暖める働きがある温室
効果ガス。京都議定書では、CO2、
CH4、N2O、HFC、PFC、SF6が
GHGと定められた。

三井化学グループのグランドデザイン
（経営の基本骨格）
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安全性の高い
革新プロセス開発
●ノンホスゲン法イソシアネート

機能性ポリマーズの拡充

オレフィン類やアロマ類の
革新プロセス開発

非化石原料活用技術
●植物由来ポリウレタン
●バイオオレフィン類

GHG削減技術
●CO2化学的固定化

革新的な
新技術

経　済

社　会環　境

経　済

環　境 社　会

安全性の高い
革新プロセス開発
●ノンホスゲン法イソシアネート

機能性ポリマーズの拡充

オレフィン類やアロマ類の
革新プロセス開発

非化石原料活用技術
●植物由来ポリウレタン
●バイオオレフィン類

GHG削減技術
●CO2化学的固定化

革新的な
新技術

の経営計画です。当社は2008年度中期経営計画におい

て、経済・環境・社会の3軸経営の確立と革新的な新技術

の創出による「新たな価値創造」に挑戦していきます。

　2008年度中期経営計画では、2011年度に達成すべ

き経営目標を以下のように定めました。

収益（経済）目標

　●営業利益：1,300億円

　●ROA：7.5％

環境目標

　●GHG原単位指数：85以下

 （エネルギー原単位指数：80以下）

　●産業廃棄物埋立率：

国内全生産拠点 1％以下（=ミニマム化）、

海外連結子会社生産拠点平均 5%以下

社会目標

　●労働災害度数率＊2：休業 0.15以下、

休業＋不休業＋微傷 1.8以下

　これらの3軸の経営目標を達成する鍵のひとつは「革新的

な新技術の開発」にあります。2008年度中期経営計画で

は、機能性ポリマーズの拡充、オレフィン類やアロマ類の革

2008年度中期経営計画における
革新的な新技術開発の方向性

新プロセス開発、非化石原料活用技術、GHG削減技術、

安全性の高い革新プロセス開発等の技術開発を加速させ

ていきます。

　当社は、グランドデザインおよび2008年度中期経営計

画において、経済一辺倒ではなく、環境面、社会面も含め

た3軸でバランスのとれた経営を目指します。収益を優先し

て経済軸だけを重視するのではなく、環境への配慮と社会

への貢献にも力を入れ、この3軸によるバランスを保ちなが

ら、よりよい経営を行っていきます。

　2008年度予算の策定においても、2008年度中期経

営計画同様、3軸の経営目標を設定しました。社員全員が

その意義を理解し、一人ひとりの自覚ある行動の積み重ね

によって、ステークホルダーの皆様に信頼いただける企業を

目指します。

3軸経営

＊2 労働災害度数率：労働災害被災者数×100万時間／全従業員の合計労働時間
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　CSR委員会（委員長：社長）は、当社グループのCSR推

進・浸透に関する方針、計画を立案します。その下部に位

置する社会活動委員会、リスク・コンプライアンス委員会、

レスポンシブル・ケア委員会の3委員会（委員長：各担当取

締役）は、各ライン組織が立案・実行する個別活動を、全社

的観点から補完します。

　さらに、本社にCSR・広報部を置き、CSRと広報の機能

を一体運営することにより、ステークホルダーの皆様との双

方向コミュニケーション（受信と発信）の強化と信頼関係の

構築に取り組んでいます。また、各事業所・拠点における

CSR推進体制を強化するために、各地にCSR担当部署を

設けています。

　2008年度より、国内外の連結子会社を対象とした活動

の拡大を本格化し、三井化学グループとしての「いい会社

づくり」に取り組んでいきます。

三井化学グループのCSR

　私たち三井化学グループは、CSRの推進を通じて、ス

テークホルダーの皆様に信頼され、社員自身も誇りが持てる

「いい会社」にしていきたいと考えています。

　「いい会社」づくりのためには、「経済・環境・社会」3軸

のバランスのとれた会社としていくことが大前提となります。

2007年2月に策定した「グランドデザイン」に基づき、ステー

クホルダーの視点に立った経営を推進していきます。

　また、「いい会社」づくりのためには、その担い手である社

員の行動姿勢が重要です。社員一人ひとりが日常業務に

おいて、常に社会から信頼される行動をとり、生き生きと働

いていける会社であるために、2007年度から各職場で実

施している「夢トーク」（行動指針ディスカッション）を通じて、

「三井化学グループ行動指針」の浸透、定着を図っていき

ます。

　これら経営トップから社員一人ひとりに至るまでの地道な

取り組みを積み重ね、本業を通じたステークホルダーへの

貢献を実現していきます。

CSRの推進を通じて、ステークホルダーの皆様に信頼され、社員自身も誇りが持てる「いい会社」にしていくこと、
および企業グループ理念で掲げる「社会貢献」、すなわち、本業を通じて
ステークホルダーの皆様に貢献していくことが、三井化学グループの目指すCSRです。

CSRで目指すもの P7

経済・環境・社会のバランス
のとれた会社

（ステークホルダー視点に立った経営）

社員が共通の価値観に基づき
生き生きと働いている会社

トップダウンによる取り組み ボトムアップによる取り組み

❶「グランドデザイン」に基づき、
　経営の仕組みを検証する

❷社内外ステークホルダーとの
　コミュニケーション強化を図る

社員参加による
「行動指針」の浸透・定着

組織風土の変革

CSRの目指すべき方向性＝三井化学グループをより「いい会社」に
「いい会社」とは、ステークホルダーから信頼され、社員が誇りを持てる会社

「いい会社」の具体的な姿

「夢トーク」
（行動指針ディスカッション）

CSRの目指すべき方向性（「いい会社」）
社　長

CSR委員会 経営会議

CSR・
広報部

レ
ス
ポ
ン
シ
ブ
ル
・
ケ
ア
委
員
会

リ
ス
ク
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

社
会
活
動
委
員
会

本社各部（CSR・広報部）

工場（総務部CSRグループ）

研究所（総務グループ CSRチーム）

支店（総務部）

関係会社（CSR窓口）

C
S
R
サ
ポ
ー
タ
ー

CSR推進体制

「いい会社」への
  推進体制

P53P51
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　当社は、2008年1月25日付けで

グローバル・コンパクトに参加しまし

た。これは、責任ある企業市民とし

ての行動によりグローバルな課題

を解決していこうという趣旨に賛同

したためです。今後とも10原則を

支持し、人権や環境などへいっそう配慮するよう取り組んで

いきます。

　当社グループのCSR活

動の大きな特徴は、「CSR

サポーター制度」です。役

職・国籍などに関係なく、当

社グループを「いい会社」

にしたい社員として、ステー

クホルダーの皆様との接点となる各職場でのCSR推進・

浸透に取り組んでいます。2008年度より活動を国内外の

連結子会社に拡大し、国内外のグループ各社を含め合計

468名が選任されています。

　また、CSRサポーターは毎年開催される「CSRサポー

ター合宿」に参加し、当社グループのCSR推進の方向性

確認、各職場での活動における課題の共有と解決などに

取り組んでいます。

　「夢トーク」は、社員自らの行動を「三井化学グループ行

動指針」に照らしつつ、より「いい会社」にするために何を

変革すべきかを、各職場のCSRサポーターを核にした全員

参加のディスカッションにより追求し、実行する活動です。

　CSRの浸透のためには、経営による取り組みだけでな

く、末端の社員一人ひとりがステークホルダー視点に立っ

た行動をとることも不可欠です。この「夢トーク」は「社員

の行動のよりどころ」となるべき行動指針の浸透を図り、か

つ、各職場におけるコミュニケーション活性化と組織風土

の変革を目指す活動として、当社グループの全社・全職場

にて積極的に展開されています。

　社員を主体としたCSR推進、そしてその中心を占めるの

がCSRサポーターを核とした「夢トーク」活動です。

CSRサポーター

行動指針ディスカッション
「夢トーク」

CSRサポーター合宿

三井化学グループ行動指針の3つの柱

私たち、三井化学グループの役員、社員一人ひとり
は、ステークホルダーへの貢献を通じて社会と企業
の持続的発展を実現するため、

「誠実に行動」します

「人と社会を大切に」します

「夢のあるものづくり」を目指します

国連グローバル・コンパクトに参加

グローバル・コンパクト10原則

（人権）
1 企業はその影響の及ぶ範囲内で国際的に宣言されている人権
の擁護を支持し、尊重する。

2 人権侵害に加担しない。

（労働）
3 組合結成の自由と団体交渉の権利を実効あるものにする。
4 あらゆる形態の強制労働を排除する。
5 児童労働を実効的に廃止する。
6 雇用と職業に関する差別を撤廃する。

（環境）
7 環境問題の予防的なアプローチを支持する。
8 環境に関して一層の責任を担うためのイニシアチブをとる。
9 環境にやさしい技術の開発と普及を促進する。

（腐敗防止）
10 強要と賄賂を含むあらゆる形態の腐敗を防止するために取り
組む。

P59
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　三井化学の大牟田工場で2005年に実施された蒸気・

電力供給体制の転換も、そうした改善活動のひとつです。

それまで大牟田工場では石炭と重油のボイラー2缶でター

ビン発電機2機を稼働させる「2缶・2機」の運転体制をとっ

ていました。しかし、重油価格の高騰が見込まれることと

GHGの削減のため「石炭ボイラー1缶・1機」への転換プ

ロジェクトが検討されました。「検討を開始したときの計画書

には、『事業の存続がかかっている』という文言もあったほ

ど、大きな危機感を抱いての取り組みでした」と工場企画グ

ループ主席部員の猿渡武司は振り返ります。

　1缶・1機体制への移行により、2007年度のCO2排出

量は2004年度に比べ14.5万t削減されました（右図参

照）。蒸気・発電のコスト削減効果も年間8億円に達し、

環境改善と収益確保を両立させることに成功しました。

　しかし1缶・1機体制は、リスクを背負うことにもなります。

実際、転換当初の2005年12月には、市況改善による生

産量の増加や寒波による暖房確保などで能力一杯の状態

となりました。ボイラーは工場のライフラインであり、その停

止は即、操業の停止を意味します。「蒸気の使用量を節約

するため、事務所では蒸気暖房を止めました。その結果、

〝強い工場〞とGHG削   減の両立

　GHGの削減は、より厳しい目標を設定することでたゆま

ぬ努力が続けられています。業界団体である日本化学工

業協会は、努力目標値をそれまでの「2010年度のエネル

ギー原単位指数を1990年度に比べて10％改善する」か

ら、「2008～2012年度の平均で20％改善する」に改め

ました。また三井化学は、2008年度からの中期経営計画

で「2011年度のGHG原単位指数を1990年度に比べて

85以下、エネルギー原単位指数を80以下」とする目標を掲

げました。

　三井化学の2007年度の実績は、GHG原単位指数が

88、エネルギー原単位指数が84となりました。企業の持続

的な成長を維持しながら、さらなる削減を進めるためにはいっ

そうの努力が必要です。そこで、生産プロセスのあらゆる分

野を徹底して検証し、丹念に改善活動を続けています。

化学

従業員の努力の結晶

特集

GHG削減目標を厳しく設定

1

三井化学は地球環境との調和を図りながら、“「化
学」「革新」「夢」の三井化学”を目指し、地球温暖
化の防止に取り組んでいます。
現在、京都議定書で定められたGHG（温室効果ガス）
削減目標の達成計画が見直されるなど、GHG削減へ
のさらなる取り組みが求められています。三井化学で
は、コスト競争力に優れた“強い工場”づくりと、GHG
削減を同時に実現する取り組みを進めています。

事業の存続をかけた
「ボイラー単缶運転」

削減のためなら寒さも我慢
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三井化学では、全社をあげて温室効果ガス排出量削減に取り組んでいます。「地球温暖化防止への取り組み」P39もあわせてご覧ください。

〝強い工場〞とGHG削   減の両立

室温は18度まで下がることもありましたが、さらに蒸気漏れ

がないかを調査して毎時10tの蒸気削減にこぎ着けるなど

懸命の努力で乗り切りました」（猿渡）。

　さらに、ボイラーの給炭管部の目詰まりの問題にも直面し

ましたが、給炭機に監視窓や目詰まり監視センサーを設置

したり、こびりついた石炭を自動的にかき落とす機械を採り

入れたりして一つひとつ問題を解決し、安定稼働にこぎ着

けました。

　下関三井化学では大牟田工場と同じ2005年に複数の

重油ボイラーのうち1缶を木屑を燃料とするバイオマスボイ

ラーに転換。それまで年間10万tのGHG排出量でしたが、

2.8万tのGHG削減を実現しました。バイオマスボイラーは、

専門事業者が自ら投資して省エネ設備を設置するESCO

（Energy Service Company）事業として取り組まれてい

ます。

　一方、大牟田工場では、高発熱の中国炭を使っています

が、価格高騰や輸出規制などの動きがあり、現在、ロシア

炭への切り替えを模索してい

ます。これらの取り組みは、

生産体制や技術の改善と

環境への負荷低減を同時に

実現しようとするもので、新

たなビジネスモデルを構築す

る活動ともなっています。

全員が協力し合い、
ボイラー単缶運転を実現しました
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　検討を始めたときは、誰も1缶・1機ができるとは

思っていませんでした。移行後、最初の冬は寒波がきつ

く、事務所では暖房用蒸気がない日が続くこともあり、

関係者の方々には様々なご苦労があったかと思いま

す。しかし、関係者の方々の協力があったからこそ実現

できた体制です。転換前には、工場稼働率や蒸気漏れ

対策、燃料の長期確保契約、電力確保など、あらゆる問

題を抽出し、一つひとつ具体的な対応策を決めていっ

たことがスムーズな転換を可能にしたと思います。

大牟田工場の温室効果ガス排出量

重油に頼らないバイオマスボイラー

大牟田工場 管理部
工場企画グループ

猿渡 武司

下関三井化学のバイオマスボイラー
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ずにつくろうとする“コペルニクス的転換”に今、化学メーカー

はしのぎを削っています。三井化学ポリウレタンも2002年ご

ろから研究を本格化させ、当初は木屑を液状にするなど試

行錯誤が続きました。油脂の中でポリウレタン原料に適した

水酸基を有するのがひまし油で、すでに塗料や接着剤として

使われていました。研究チームは、これに注目したのです。

　ひまし油を使うと、ポリオール側の分子を選択することに

より柔らかくしたり、硬くしたりするなど、 製品として求められ

る物性を実現しやすく、温度変化による固さの変化も少なく

なります。しかも非可食なので、切迫する世界の食糧問題

にも貢献できます。ただ、蓄積されてきた石油系の分子構

造と比較すると物性が低下するといった課題もありました。

植物由来の革新的な　新素材

　ひまし油を使った植物由来ポリウレタンの研究を進める

三井化学ポリウレタン技術開発部主席研究員の松本信

介は、「まずカーボンニュートラルという考え方を覚えてくださ

い」という。大気中のCO2を吸収した植物を原料につくられ

たプラスチック製品は、廃棄段階で生分解や焼却されるに

しても、元の炭素分しかCO2を排出しないので結果的に大

気中のCO2を増やさない。これがカーボンニュートラルです。

　「ウレタン樹脂や発泡体（フォーム）は、イソシアネートとポ

リオールという2つの液体を反応させてできます。三井化学

ポリウレタンでは、このうちポリオールの方に石油系でない、

しかも非可食のひまし油を使い、カーボンニュートラルを実

現しました」（松本）

　植物由来ポリウレタンは、「バイオマスプラスチック」とも

呼ばれます。石油から生まれたプラスチックを、石油を使わ

革新

非化石・非可食のひまし油を活用

光合成

資源利用

CO2の
吸収固定

加工

大気への
再配出

ウレタンフォーム
（バイオウレタン）

ポリオール

植物資源
燃焼

CO2 H2O 太陽光

特集

“非可食”原料に注目

2

カーボンニュートラルの考え方

快適な眠りをもたらすとして人気が高い低反発フォー
ムの枕。現在、この分野で植物由来ポリウレタンを
使った環境に優しい製品を開発中です。原料を開発
しているのは三井化学ポリウレタンの研究チームで、
注目したのはひまし油＊。数ある植物由来のポリウレ
タンの中でも、非可食原料で食糧問題にも優しいと
いう特色を持っています。

石油由来にも負けない素材をつくる

植物栽培中のCO2固
定量と植物燃焼時の
排出量は同量と見なす
ため、双方のCO2量を
ゼロカウントとする。

＊ひまし油：トウダイグサ科の蓖麻（ヒマ）（別名トウゴマ）という植物の種子（蓖麻子）
からとれる油。
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植物由来の革新的な　新素材

　「従来の石油系ポリウレタンは非常に緻密に分子構造

が制御されており、それに近づけるための分子設計が大き

な課題でした。逆に、植物原料の構造によるものだと思わ

れるのですが、当初は想定しなかった特性が出現することが

あり、どんどんのめり込んでいきました」と松本は笑います。

　ひまし油を使った植物由来ポリウレタンは、用途によりま

すがポリオールを100％植物由来にでき、低反発枕のよう

な柔らかいフォームから、逆に断熱材などの硬いフォームま

でつくることができます。

　松本の研究チームでは4つの研究テーマを設定して、さら

なる植物由来ポリウレタンの開発や用途拡大を探っていま

す。スタッフの1人で新材料開発室研究員の森下佳奈恵

は、まだ入社2年目。1年間の工場実習を経て、2008年春

に松本のチームに入りました。

　「現在は植物由来度を上げる研究をしています。革新的

なテーマであり、やりがいもあります。自分のアイデア次第

で新たな物性が出現するのに感激して化学の道を選びまし

たが、その原点を確認できるような仕事です」と意気込んで

います。

　松本は入社19年目ですが、ポリウレタンの研究一筋で過

ごしてきました。これまでフロン代替となる冷蔵庫用断熱材

や自動車用シート材料などを開発し、そして今は植物由来

原料に取り組んでいます。「有機合成のおもしろさは、分子

設計により形状や物性、色などが思わぬ変化を起こす点に

あり、まさに物質創造という言葉を実感できる仕事です」。

　三井化学は、経済軸・環境軸・社会軸の3つに対応す

る革新的な新技術の開発を進めています。つまり経済的な

競争力を備え、環境に優しく、社会の発展にも貢献できる

革新技術です。植物由来ポリウレタンは、その象徴になろう

としています。しかし松本は、「まだまだ課題は多い」と気を

引き締めます。

　「現状の植物由来ポリウレタンのうち、植物由来なのはポ

リオールの部分だけです。イソシアネートの方も植物由来

にすることで、初めて完全な植物由来ポリウレタンが誕生し

ます。イソシアネートの方で石油系原料に近いものができ

れば現在の設備を使えるので経済性も高い。今はとにかく

完全な植物由来ポリウレタンの実現に全力を注がなければ

なりません」

完全な植物由来を目指して

三井化学ポリウレタン（株）
技術開発部 新材料開発室

松本信介

三井化学ポリウレタン（株）
技術開発部 新材料開発室 

森下佳奈恵

1番左が原材料のひまし（種子）。右隣のひまし
油、リシノレイン酸へと加工・精製し、1番右のひ
まし油ポリオールができる。

硬度の異なる2つの植物由来ポリウレタン
フォーム

14



NGOや現地の大学教授の協力を得て、初めて通遼に訪問

して小実験を開始したのが2007年9月。2008年5月には

再び現地を訪れ、前回の実験結果を確認するとともに本格

的な実証実験に入りました。

　実験は、植生ポット（生分解性）と植生基盤にポプラ・マ

ツ・サージの3つの苗木を植え、沙漠の砂地とアルカリ土壌

地に分けて育ち方を比較します。土に植えた後1～2年で

土に還るのが植生ポットで、植林をするときの土台として保

水性が高く、植林後も水に困らないような素材でできている

のが植生基盤です。植生基盤には間伐材を固めたものが

使われます。5月の訪問では、植生ポットを200個、植生基

盤を374枚使い、それらを使わないものも含め約900本の

苗木を植えました。　千葉地区「地球サポーター」12人は、自らのテーマとして

内モンゴル自治区の沙漠緑化を選び、活動を始めました。

夢特集

内モンゴル自治区で
実証実験をスタート

3

中国・北京から北東へ900キロの内モンゴル自治区
通遼（トンリャオ）。三井化学の千葉地区「地球サ
ポーター」＊たちは、ここをベースに黄砂の発生源でも
ある沙漠の緑化に取り組んでいます。それは、単な
るボランティア的活動ではなく、三井化学の技術と
製品が、現地の持続的な発展を支援できるかどうか
を見極める検証作業でもあります。

内モンゴルでの挑戦
化学のちからで沙漠に緑を

＊地球サポーター：環境について、様々な視点から考える三井化学社内の勉強会。
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中国

モンゴル

内モンゴル
自治区

通遼市

●北京

●

ナイマン旗

●

　この活動には、三井化学の技術や製品をうまく役立てた

いという観点から、生分解性プラスチックを研究している門

坂綾子、植生基盤を研究している伊藤武志も参加。門坂

は、「化学材料と自然との折り合いをつけるための新たな手

法が必要だと感じています」と語り、伊藤は、「沙漠は水さえ

あれば植物は育つ。しかし、現地に水道インフラはなく、さら

にpH9という植物が育ちにくいアルカリ土壌で、この土壌

改質が重要であることがわかってきました」と語ります。

　実際、現地の沙漠では別の日本企業が協力してポプラ

の苗木を植えるなどの活動がなされていますが、ポプラは生

長が速いが故に土中の水分を大量に吸収し、土壌のアル

カリ化を促進してしまうジレンマがあります。メンバーの一人

である岩毅は、「それだけ化学会社としてサイエンスの力を

投入できる余地があるということ。アルカリ土壌対策技術は

まだ十分に確立されていないので、企業だからできるという

可能性を追求してみたい」といいます。

　2008年5月の訪問では、通遼の中学校と高校で三井

化学の事業や沙漠緑化への取り組みを紹介しました。高

校で、日本の生活や街の様子を紹介したメンバーの黒澤一

は、「私たちの千葉の工場が住宅や畑と共存していること

に皆、驚いていました。日本の環境技術の現状を伝えられ

たのはよかったのですが、

高校生から『地元経済が

発展すれば沙漠化がさら

に進むが、その折り合い

をどのようにつければよい

か』と質問されたときは、環

境に対する意識の高さに驚きました」と振り返ります。

　地球サポーターの事務局の福田立子は、「計画から2

年ほどでここまでこれたのは、夢のような活動に見えて実

は、地に足が付いた活動だからでしょう。三井化学にとっ

てはとてもエポックメーキングな活動になると思います」と語

ります。

　2008年9月にさらに現地を訪ね、苗木の成長を検証しま

す。伊藤は、「今回植えたサージはレモンよりも酸っぱい実

を付けます。実が土地に落ちて土壌が中和するようなら最

高ですね」と期待を膨らませています。

三井化学の緑化活動に期待しています

　内モンゴルの沙漠化は草原の劣化です。放牧ができなくな

り、牧民生活を直撃しています。また、黄砂に代表される大気

汚染を引き起こし、地球規模の問題となっています。1980年

代から植林が実施されていますが、沙漠は拡大し続けており、

沙漠化の歯止めをかけられていません。緑化、植林に対する

技術を取得していないことが大きな原因なのです。

　三井化学が実験を通じて、内モンゴルにおける沙漠化防止

のための緑化技術を飛躍的に前進させ、現地住民に土壌改良

の道筋を導いてくれることを期待しています。

沙漠化のジレンマ
“アルカリ土壌”に挑む

沙漠緑化と次世代の未来

内モンゴル
沙漠化防止植林の会
代表

ボリジギン・
セルゲレン氏

三井化学のMDI（ジフェニルメタンジイソシアネー
ト）を使用した植生基盤

実験に使用した当社独自の易崩壊型生分解性
ポット
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ステークホルダーダイアログ ̶テーマ：地球温暖化の防止̶

三井化学グループが目指す

地球環境との調和

崎田　「化学」「革新」「夢」の3つのキーワードに沿って話

を進めたいと思います。まず「化学」ですが、三井化学の温

暖化対策の統括担当者である植山さんから現在の取り組

みをご紹介いただけますか。

植山　三井化学の場合は、やはりエネルギー利用による

CO2排出が多いので、最近はプラント別にGHG原単位、エ

ネルギー原単位で把握するようにしています。しかし、オイル

ショック以来様々な取り組みを繰り返し、現状は出尽くし感

といいますか、タオルを絞っても一滴も出ない、そういう状況

に直面しています。

三井化学は「目指すべき企業グループ像」を“「化学」「革新」「夢」の三井化学～絶えず革新を追求し、化学のちか
らで夢をかたちにする企業グループ”と定めています。ここでは地球温暖化対策をテーマに取り上げ、どのような活動
が展開されているのかについて、茅陽一氏（地球環境産業技術研究機構副理事長）をアドバイザーに、崎田裕子氏
（ジャーナリスト・環境カウンセラー）をコーディネーターに迎えて話し合いました。

崎田　そこをブレークスルーするには……。

植山　2つ考えています。ひとつは、ある程度は大がかりな

設備投資に踏み切ることです。これにはNEDO＊1や国の補

助金を積極的に活用していきます。もうひとつが、まだ現場

の担当者のアイデアレベルで技術的な裏付けが十分にな

されていない案件でも、積極的に発掘し具体化していこうと

努力していくことです。

茅　日本はオイルショック以来、省エネルギーに非常に力

を入れ、特に1985年までの実績では、GNP比率のエネル

ギー原単位を平均で2.8％減少させました。10年以上もの

長期間で、これほどエネルギー原単位が減った国は世界の

先進国の中にはありません。この事実が、各方面から省エ

ネルギーのタネがなくなってきたといわれることにつながって

いるように思えます。

温室効果ガスの削減に向けて、
いかに新たな有効策を見いだすか

化 学
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　では、省エネルギーのタネがまったくないかというと、そうで

はないと思います。従来の基準で考えると経済性が合わな

いものでも、例えば、投資回収年数で考えたら、もう少し長

いものも現在だったらやるべきだという考え方も出てきます。

また、新プロセスを導入することにより大幅な省エネルギー

を実現できるものもありますから、このような取り組みを継続

されることが、非常に大事なことであると思いますね。その

意味では、今の植山さんの話は、大変だなと思う一方、ます

ます頑張ってほしいと思いますね。

土生谷　私は工場で管理部門におりますが、経済性の低

いアイデアはなかなか表に出てきません。それをいかに引き

出して具体化していくかが重要な仕事になってきています。

そのために本社の技術部門などとも連携しながら、さらに事

業部側でなく環境枠で予算を付けて、アイデアを現場に眠

らせない工夫が大事だと感じています。原油の高騰を背景

に蒸気のコストが非常に高くなっていますので、蒸気削減

アイテムの推進に注力しております。

植山　イントラネットを利用したアイデアや情報の交換、さら

にCO2の化学的固定化という革新的な新技術の研究支援

などにも取り組んでいますが、土生谷さんの大阪では、地域

連携も興味深いですよね。

土生谷　大阪ガスさんの工場が隣にありますので、液化天

然ガスが有する低い温度を有効利用する取り組みを進めて

います。この取り組みはNEDOに申請して採択されています。

植山　私たちの工場は、いわゆるコンビナートにありますの

で、コンビナート内での共同ボイラー構想などもアイデアとし

ては出ています。

茅　産業間のエネルギーにおける連携である「ヒートコンビ

ナート」は非常に可能性に満ちています。エネルギーの連

携では産業間だけでなく産業と民生、特に家庭との連携が

重要だと思います。ヨーロッパではすでに、かなり進んでいま

す。例えば化学工場の排熱で沸いた温水を家庭に熱源と

して供給するといったものです。コスト面などで課題は多い

のですが、ぜひ取り組んでもらいたいと思います。

崎田　「革新」に移りましょう。持続可能な社会の実現の

ためには、会社の技術力や潜在力が必要で、今後どのよう

な可能性があるのかということがとても大事なことだと思う

のですが……。

宮田　三井化学ポリウレタンでは、非可食のひまし油からポ

リウレタンを製造する技術を開発しました。まず自動車シート

や低反発枕などの柔らかいタイプの軟質ポリウレタンフォー

ムを開発しています。今後の課題は、開発した製品の用途

を拡大することです。たとえば冷蔵庫の断熱材や塗料もポ

リウレタンでできていますが、こうした製品群に用途が拡大

されれば「経済軸」にも乗ってきます。

八木　これまでも植物由来のポリ乳酸という樹脂を扱って

いました。バイオマス度で表現するならば100％バイオマス

ですが、その市場開発で得られた知見から非可食原料の

活用に広げていければと思います。そのためには、非化石・

非可食の製品づくりに向けた技術投入が必要です。このよ

うな製品の「環境プレミアム」についてのお考えをお聞かせ

願えますか。

茅　バイオマスでは2つの流れがあります。まさにバイオマ

スを使った燃料と、お話にあったような石油原料からバイオ

マス原料への代替です。いろいろな原料をバイオマス系の

カーボンニュートラルなものに代える努力は世界中でなされ

ています。そこに環境プレミアムは当然あると思います。しか

し相場もあります。例えば現在の排出量取引ではCO2は1t

当たり2,000～3,000円で取引されており、それに対応する

ぐらいの値段であれば環境プレミアムは通用しますよ。

宮田　現在はまだ、非常に厚く、高い壁ですね。セルロー

スや木質系といわれる材料を有効利用できればすばらしい

し、そこにチャレンジしていけたらと思います。

茅　CO2のメタノール転換では、1990年代に「CO2グロー

バルリサイクル」という構想を練ったことがあります。自然エ

ネルギーが豊富な発展途上国で水素をつくり、そこに液化

革新的な新技術が
次世代製品の開発を支える

革 新

＊1 NEDO : New Energy and Industrial Technology Development 
Organizationの略で、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構のこと。
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したCO2を運んでメタノールに転換して運び返そうというア

イデアです。原理的には可能なのだけど、実際には設備コ

ストが大きかったりして断念しました。三井化学は、そうした

メタノール転換も視野に入れているのですか。

植山　やはり水素がキーですね。まだアイデア段階ですが、

試算では工場から出たCO2のうち、捕捉した半分をメタノー

ルに転換できます。

崎田　さて3つ目のキーワードとして「夢」を取り上げましょ

う。三井化学には「地球サポーター」という制度があるそう

ですが、そもそもこれはどのようなものですか。

藤城　当社には環境だけでなく、会社をよくしていこうと思

う人が自主的に集まって、活動しているプロジェクトがいくつ

かあります。その中のひとつが「地球サポーター」です。ちな

みに地球サポーター以外にもいろいろな活動があります。お

もしろいのは、「チビット・ワンコイン」で、賛同者のお給料か

らワンコイン天引きして社会に貢献する活動をしている団体

に寄付します。一人ひとりでは少額ですが、三井化学全体

となると大きなお金になります。

崎田　なるほど、よくわかりました。で、夏地さんは、地球サ

ポーターとして内モンゴルでの沙漠緑化に取り組んでいる

のですね。

夏地　単なるボランティアではなく、三井化学の技術や製

品をうまく役立てたいと考えて実地テストを始めています。

茅　植林支援では環境に適合できる植生選択などがテー

マになりますが、三井化学はどのような技術を使おうとして

いるのですか。

夏地　三井化学の樹脂を使った植林技術がメインになって

います。つまり、土の中で自然分解するポットの活用がひと

つ。もうひとつが間伐材を粉々に砕いた木くずを接着剤で固

めて保水性が高く栄養も供給できる基盤をテストしています。

茅　なるほど。植物そのものではなくて、いわば裏方の部分

ですね。

夏地　そうですね。化学の会社ですから土壌改質とか植物

改良などのアイデアも出ていますので、取り組んでみたいで

すね。

崎田　私は環境学習の企画や運営もやっていますが、今、

お話を伺っていて、単に人を集めてボランティアや地球緑

化の意味を説くだけではなく、基本の技術をしっかりと知って

もらうことが大事だと感じました。さて、藤城さんは、同じ地

将来像を明確にした
夢の実現へ向けて

夢

植山 正基
生産統括部
エネルギー・用役ユニット　

三井化学の温暖化ガス削減対策
の総括。業界団体のワーキンググ
ループにも参加。

土生谷 数正　
大阪工場 管理部
工場企画グループ

工場での省エネルギーや用役の
取りまとめを担当。省エネルギー
活動の推進役。

茅 陽一氏　
アドバイザー

地球環境産業技術研究機構
副理事長・研究所長

崎田 裕子氏　
コーディネーター

ジャーナリスト・環境カウンセラー

社外有識者 三井化学グループ
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球サポーターの取り組みでも、環境配慮型製品の基準を提

案できないかという活動をなさっているとか。

藤城　本社の活動として取り組んでいます。実際、当社の

製品には「環境配慮型製品」と謳っているものはたくさんあ

ります。それらをもう少し厳密に分類する作業を続けていま

す。非化石原料を利用しているのか、リデュース・リユース・

リサイクルの3Rなのか、省エネルギーなのか、環境汚染防

止なのかといったことです。

崎田　どうしてそのような活動を始められたのですか。

藤城　環境配慮といってもいろいろな切り口があり、業界

の統一基準がないので、しっかりした基準を発信できないか

と考えました。ただ、思った以上に難しいですね。

崎田　といいますと。

藤城　現在の分類がはたして妥当なのか、また世の中に

理解してもらえるだろうか、ということです。三井化学の製品

は原材料だったり中間体が多いものですから、最終消費者

のお客様の顔が見えません。

崎田　なるほど。私は基本的には、自分たちがどういう暮ら

しをしたいとか、地域はどうあって欲しいとか、自分たちの将

来像を話し合い、そこに自分たちの能力や技術がどのように

リンクしていくかを考えた結果としての基準でよいと思いま

すね。

藤城　確かに将来像という視点はありませんでしたね。

崎田　業界の統一基準策定への働きかけはまさに藤城さ

んたちのような活動から始まります。さらに世界標準との擦

り合わせも重要で、そうした努力そのものが「見える化」の

活動の大切なところでもあると思います。さて、「化学」「革

新」「夢」というキーワード別に皆さんにお話を伺ってきまし

たが、最後に茅先生からコメントをいただけますか。

茅　現在、一番大きな問題はやはり温暖化対応です。私

たちが排出しているCO2を1桁以上減らさないと大気中の

濃度は安定しないといわれていますが、それは化石燃料

ベースの生活を根本的に変えなければ実現は不可能でしょ

う。そのためには、今日、お聞きした話を深化させると同時

に、今はまだ想像もついていないようなアイデアを探し求め

ていただきたいと思います。今ほど、イノベーションが求めら

れている時代はないのだと感じますね。

宮田 篤史　
三井化学ポリウレタン（株）
技術開発部 新材料開発室

非可食のひまし油を使った植物由
来のポリウレタンの研究を担当。
地球サポーターの一員。

八木 正　
機能材料事業本部 企画開発部
NEW POLYMERS開発室

非化石原料、特にバイオマス原料
による樹脂の市場開発を担当。

夏地 智之
触媒科学研究所
生体触媒技術ユニット　

バイオマス資源からの物質生産を
研究。「内モンゴルの沙漠緑化」を
目標とする地球サポーター。

藤城 直子　
安全・環境部
環境保全担当

土壌対策を担当。地球サポーター
として環境配慮型製品の基準づく
りを研究。
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三井化学グループは、社会と企業の持続的発展に向け、社会、環境の各側面で様々な取り組みを行っています。
ここでは、2007年度の課題・実績と今後の取り組みを報告します。

課題と実績

区分 掲載ページ
2007年度　　　　 　　 　     　　　　 　　　　　　 

評価 今後の取り組み
課題 実績

CSR推進体制

全般

7-8
● 2008年度中期経営計画と2008年度予算への長期経営目標（3軸）の展開
● 3軸業績評価の試行

● グランドデザインを受けた2008年度中期経営計画、
  2008年度予算策定に3軸の経営目標を展開
● 3軸による業績目標の設定と達成度評価の試行を完了

○ ● ｢経済・環境・社会」のバランスのとれた３軸経営

9-10

● 行動指針と職場のギャップ討議「夢トーク」による行動指針の浸透・定着 ● 三井化学本体および三井化学事業所内所在の関係会社において「夢トーク」を開始 ○ ● ｢夢トーク」の継続、定着に向けた教育および広報活動の強化

● CSRサポーター制度の拡充
● 国内関係会社および主要海外拠点において三井化学グループとしてのCSR推進およびCSR
  サポーター制度の導入を決定、グループ合計で334名のCSRサポーターを選出 ○ ● CSRサポーター活動の活性化と社内浸透

コーポレート・ガバナンス 49-50
● 法令・ルール遵守監査機能の充実 ● 国内関係会社に対して、法令・ルール遵守に係る自己評価プロセスを組み込んだ監査を導入 ○ ● 事業部門および工場など他部門への展開

● 金融商品取引法（内部統制報告書の提出）への対応 ● 財務報告に係る内部統制の状況を評価する仕組みの整備 ○ ● 内部統制報告書提出に向け、内部統制の有効性の初年度評価の実施

リスクマネジメント 51-52 ● BCPの定期的な見直しと訓練実施
● 首都圏における大規模地震に備えたBCPの見直しを実施
● 安否確認訓練、緊急対策本部・本社対策本部間の連絡訓練を実施（各2回／年） ○

● 新型インフルエンザの流行に備えたBCP、工場大規模事故に備えた
BCPの策定

コンプライアンス 52
● 独占禁止法教育の徹底とモニタリングの強化
● コンプライアンス教育の継続実施

● 全営業担当者および責任者に対し独占禁止法教育を実施
● 全事業部に対し独占禁止法に関する監査を実施
● 法令・ルール遵守教育の実施（受講者数：のべ約17,000人）
● コンプライアンス意識教育の実施（受講者数：約1,000人）

○
● 独占禁止法教育の徹底とモニタリングの強化
● コンプライアンス教育の継続実施

RCマネジメント 53-54 ● 法令遵守の徹底 ● 安全・環境に関する法令遵守監査を実施、違反は0件（目標：違反ゼロ） ○ ● 安全・環境に関する法令遵守の徹底

社会

お客様 23-25

● 顧客満足の得られる品質保証体制の定着・強化 ● 納入仕様書の点検・是正実施（関係会社で再生樹脂使用比率の乖離判明） × ● コンプライアンス教育（品質）の実施

● 内外の環境変化に的確に対応した化学品安全管理の強化
● 新化学品規制への確実な対応（REACH、GHS) ○

● 環境変化に適応した化学物質管理のさらなる強化
● 製品安全性情報管理の強化 ○

取引先 26
● CSR調達アンケート調査の定期的な実施
● CSR調達アンケートの100％の回収

● 原材料取引先779社へのアンケートを100％回収 ○
● 原材料取引先779社への回答結果のフィードバック
● 資機材・間接材取引先への実態調査実施
● 事務用品・OA機器のグリーン購入開始

株主・投資家 27
● 集中日2日以上前の株主総会開催
● 招集通知の早期発送（３週間以上前）
● 株主総会での製品、パネル展示の継続実施

● 集中日2日以上前の株主総会開催（2007/6/26実施）
● 招集通知の早期発送（３週間以上前）
● 株主総会での製品、パネル展示の継続実施

○
● 集中日2日以上前の株主総会開催
● 招集通知の早期発送（3週間以上前）
● 株主総会での製品・パネル展示、役員による補足説明の継続実施

地域社会

28 ● 全工場での地域意見交換会開催による環境コミュニケーションの充実 ● 全工場で周辺住民との地域意見交換会を実施 ○ ● 全工場での地域意見交換会開催による環境コミュニケーションの充実

37-38 ● 「社長への提案」プロジェクトの実行支援

● ふしぎ探検隊：全事業所にて18回実施
● クリーンアップ：3地区で開催
● 地球サポーター：沙漠緑化、CO2ダイエットの2テーマが実行段階に
● チビット・ワンコイン：11月より基金への募金開始
● 災害支援隊：新潟県中越沖地震被災者に、ウレタンマットレス等送付（7月）

○

● ふしぎ探検隊：関係会社工場の開催支援
● クリーンアップ：地元との共生を強化
● 地球サポーター：実行テーマは発展を目指し、勉強会テーマは継続
● チビット・ワンコイン：社会活動団体への寄付実施
● 災害支援隊：活動継続

産学界 30 ● 学術活動を通した産学界との交流
● 第2回「北海道大学̶三井化学合同シンポジウム」開催(2007/11/15)
● 国内外の研究機関への海外研究員派遣・共同研究の推進
● インターンシップの受け入れ

○

● 「レーン教授先端材料シンポジウム」開催(2008/10/15)
● 「三井化学 第４回 触媒科学国際シンポジウム(MICS2009）」開催
  (2009/3/11,12)
● 2009年「三井化学 触媒科学賞」の募集(2008/5/1～7/31)と受賞者
の顕彰(2009/3/12)

従業員

31-34
● 高齢者再雇用制度の定着
● 仕事と家庭の両立支援の推進

● 当社および関係会社の定年退職者の70％が再雇用希望。うち85％を再雇用 ○
● 厚生労働省「仕事と生活の調和推進プロジェクト」のモデル企業とし
て、仕事と生活の調和に関する取り組みを推進

35 ● 三井化学グループ一体となった労働災害撲滅への取り組み強化
● 労働災害度数率：休業＋不休業1.5（目標0.3）、休業0.3（目標0.15）
● 挟まれ・巻き込まれ対策の徹底 ×

● 整理・整頓・清掃（3S）、危険予知活動（KY）を再強化し、労働災害の撲
滅を図る

35-36 ● メンタルヘルス不全・生活習慣病予防、衛生リスクの継続的低減

● メンタルヘルス不全・生活習慣病予防のさらなる徹底 △

● 包括的疾病予防対策の実行と局所排気装置の計画的改善● 衛生リスクの継続的低減 △

● 関係会社への労働衛生施策の実地支援 ○

環境

地球温暖化防止
11-20
39-40

● GHG排出削減計画のタイムリーな案画と実行
【2015年度目標】GHG原単位指数1990年度比90以下（本体・国内連結子会社）

● GHG原単位指数88。目標は、2011年度にGHG原単位指数85以下に変更 ○
● 省エネ投資の実行およびGHGの大幅削減に資する革新的プロセス
開発により、さらにGHG原単位指数の改善を図る

環境負荷低減 43-46

● 環境負荷低減に向けた自主的取り組みの推進
【2010年度目標】産業廃棄物ミニマム化（本体全生産拠点）
【2010年度目標】VOCの2000年度比65％削減
【2015年度目標】産業廃棄物ミニマム化（本体・国内外連結子会社全生産拠点）

● 環境負荷のミニマム化を計画通り実施
・生産拠点の産業廃棄物ミニマム化の進捗状況
…平均埋立処分率：13.6％（本体）、15.6％（国内外の連結子会社およびRC支援対象会社）
・ VOC削減率（対2000年度）68％（2010年度の目標を達成）

○
● 産業廃棄物ミニマム化に向けた計画の確実な実行と地域社会との環
境コミュニケーションの実施

事故・災害の防止

47 ● 全社保安防災教育の体系整備
● 運転員保安防災段階別教育資料作成完了
● 研究者向け保安防災教育開始
● 職場SE（安全技術者）の養成完了

○ ● 保安技術力の強化

48 ● 「物流トラブル」根絶に向けた活動の強化
● 重大物流事故0件
● PL（製造物責任）事故0件 ○ ● さらなる物流の安全・品質の向上
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区分 掲載ページ
2007年度　　　　 　　 　     　　　　 　　　　　　 

評価 今後の取り組み
課題 実績

CSR推進体制

全般

7-8
● 2008年度中期経営計画と2008年度予算への長期経営目標（3軸）の展開
● 3軸業績評価の試行

● グランドデザインを受けた2008年度中期経営計画、
  2008年度予算策定に3軸の経営目標を展開
● 3軸による業績目標の設定と達成度評価の試行を完了

○ ● ｢経済・環境・社会」のバランスのとれた３軸経営

9-10

● 行動指針と職場のギャップ討議「夢トーク」による行動指針の浸透・定着 ● 三井化学本体および三井化学事業所内所在の関係会社において「夢トーク」を開始 ○ ● ｢夢トーク」の継続、定着に向けた教育および広報活動の強化

● CSRサポーター制度の拡充
● 国内関係会社および主要海外拠点において三井化学グループとしてのCSR推進およびCSR
  サポーター制度の導入を決定、グループ合計で334名のCSRサポーターを選出 ○ ● CSRサポーター活動の活性化と社内浸透

コーポレート・ガバナンス 49-50
● 法令・ルール遵守監査機能の充実 ● 国内関係会社に対して、法令・ルール遵守に係る自己評価プロセスを組み込んだ監査を導入 ○ ● 事業部門および工場など他部門への展開

● 金融商品取引法（内部統制報告書の提出）への対応 ● 財務報告に係る内部統制の状況を評価する仕組みの整備 ○ ● 内部統制報告書提出に向け、内部統制の有効性の初年度評価の実施

リスクマネジメント 51-52 ● BCPの定期的な見直しと訓練実施
● 首都圏における大規模地震に備えたBCPの見直しを実施
● 安否確認訓練、緊急対策本部・本社対策本部間の連絡訓練を実施（各2回／年） ○

● 新型インフルエンザの流行に備えたBCP、工場大規模事故に備えた
BCPの策定

コンプライアンス 52
● 独占禁止法教育の徹底とモニタリングの強化
● コンプライアンス教育の継続実施

● 全営業担当者および責任者に対し独占禁止法教育を実施
● 全事業部に対し独占禁止法に関する監査を実施
● 法令・ルール遵守教育の実施（受講者数：のべ約17,000人）
● コンプライアンス意識教育の実施（受講者数：約1,000人）

○
● 独占禁止法教育の徹底とモニタリングの強化
● コンプライアンス教育の継続実施

RCマネジメント 53-54 ● 法令遵守の徹底 ● 安全・環境に関する法令遵守監査を実施、違反は0件（目標：違反ゼロ） ○ ● 安全・環境に関する法令遵守の徹底

社会

お客様 23-25

● 顧客満足の得られる品質保証体制の定着・強化 ● 納入仕様書の点検・是正実施（関係会社で再生樹脂使用比率の乖離判明） × ● コンプライアンス教育（品質）の実施

● 内外の環境変化に的確に対応した化学品安全管理の強化
● 新化学品規制への確実な対応（REACH、GHS) ○

● 環境変化に適応した化学物質管理のさらなる強化
● 製品安全性情報管理の強化 ○

取引先 26
● CSR調達アンケート調査の定期的な実施
● CSR調達アンケートの100％の回収

● 原材料取引先779社へのアンケートを100％回収 ○
● 原材料取引先779社への回答結果のフィードバック
● 資機材・間接材取引先への実態調査実施
● 事務用品・OA機器のグリーン購入開始

株主・投資家 27
● 集中日2日以上前の株主総会開催
● 招集通知の早期発送（３週間以上前）
● 株主総会での製品、パネル展示の継続実施

● 集中日2日以上前の株主総会開催（2007/6/26実施）
● 招集通知の早期発送（３週間以上前）
● 株主総会での製品、パネル展示の継続実施

○
● 集中日2日以上前の株主総会開催
● 招集通知の早期発送（3週間以上前）
● 株主総会での製品・パネル展示、役員による補足説明の継続実施

地域社会

28 ● 全工場での地域意見交換会開催による環境コミュニケーションの充実 ● 全工場で周辺住民との地域意見交換会を実施 ○ ● 全工場での地域意見交換会開催による環境コミュニケーションの充実

37-38 ● 「社長への提案」プロジェクトの実行支援

● ふしぎ探検隊：全事業所にて18回実施
● クリーンアップ：3地区で開催
● 地球サポーター：沙漠緑化、CO2ダイエットの2テーマが実行段階に
● チビット・ワンコイン：11月より基金への募金開始
● 災害支援隊：新潟県中越沖地震被災者に、ウレタンマットレス等送付（7月）

○

● ふしぎ探検隊：関係会社工場の開催支援
● クリーンアップ：地元との共生を強化
● 地球サポーター：実行テーマは発展を目指し、勉強会テーマは継続
● チビット・ワンコイン：社会活動団体への寄付実施
● 災害支援隊：活動継続

産学界 30 ● 学術活動を通した産学界との交流
● 第2回「北海道大学̶三井化学合同シンポジウム」開催(2007/11/15)
● 国内外の研究機関への海外研究員派遣・共同研究の推進
● インターンシップの受け入れ

○

● 「レーン教授先端材料シンポジウム」開催(2008/10/15)
● 「三井化学 第４回 触媒科学国際シンポジウム(MICS2009）」開催
  (2009/3/11,12)
● 2009年「三井化学 触媒科学賞」の募集(2008/5/1～7/31)と受賞者
の顕彰(2009/3/12)

従業員

31-34
● 高齢者再雇用制度の定着
● 仕事と家庭の両立支援の推進

● 当社および関係会社の定年退職者の70％が再雇用希望。うち85％を再雇用 ○
● 厚生労働省「仕事と生活の調和推進プロジェクト」のモデル企業とし
て、仕事と生活の調和に関する取り組みを推進

35 ● 三井化学グループ一体となった労働災害撲滅への取り組み強化
● 労働災害度数率：休業＋不休業1.5（目標0.3）、休業0.3（目標0.15）
● 挟まれ・巻き込まれ対策の徹底 ×

● 整理・整頓・清掃（3S）、危険予知活動（KY）を再強化し、労働災害の撲
滅を図る

35-36 ● メンタルヘルス不全・生活習慣病予防、衛生リスクの継続的低減

● メンタルヘルス不全・生活習慣病予防のさらなる徹底 △

● 包括的疾病予防対策の実行と局所排気装置の計画的改善● 衛生リスクの継続的低減 △

● 関係会社への労働衛生施策の実地支援 ○

環境

地球温暖化防止
11-20
39-40

● GHG排出削減計画のタイムリーな案画と実行
【2015年度目標】GHG原単位指数1990年度比90以下（本体・国内連結子会社）

● GHG原単位指数88。目標は、2011年度にGHG原単位指数85以下に変更 ○
● 省エネ投資の実行およびGHGの大幅削減に資する革新的プロセス
開発により、さらにGHG原単位指数の改善を図る

環境負荷低減 43-46

● 環境負荷低減に向けた自主的取り組みの推進
【2010年度目標】産業廃棄物ミニマム化（本体全生産拠点）
【2010年度目標】VOCの2000年度比65％削減
【2015年度目標】産業廃棄物ミニマム化（本体・国内外連結子会社全生産拠点）

● 環境負荷のミニマム化を計画通り実施
・生産拠点の産業廃棄物ミニマム化の進捗状況
…平均埋立処分率：13.6％（本体）、15.6％（国内外の連結子会社およびRC支援対象会社）
・ VOC削減率（対2000年度）68％（2010年度の目標を達成）

○
● 産業廃棄物ミニマム化に向けた計画の確実な実行と地域社会との環
境コミュニケーションの実施

事故・災害の防止

47 ● 全社保安防災教育の体系整備
● 運転員保安防災段階別教育資料作成完了
● 研究者向け保安防災教育開始
● 職場SE（安全技術者）の養成完了

○ ● 保安技術力の強化

48 ● 「物流トラブル」根絶に向けた活動の強化
● 重大物流事故0件
● PL（製造物責任）事故0件 ○ ● さらなる物流の安全・品質の向上

評価：自己評価による達成率　○ 95％以上、△ 70％以上 95％未満、× 70％未満
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三井化学ファブロ（株）による
再生樹脂使用比率の
乖離について（お詫び）

　去る2008年2月12日、当社の100％子会社・

三井化学ファブロ（株）が、同社製品の「エコハッ

ポート＊」について、お客様が最終製品で取得して

いるエコマーク認定およびグリーン購入法の基準

を満たすことができない原料構成で、生産・販売し

ていたことが判明しました。

　お客様、消費者の皆様をはじめ関係の方々に

多大なご迷惑をおかけしましたこと、また、環境保

護制度に対する信頼を損ねたことについて、親

会社として深くお詫び申し上げます。

　このような事態を招いたのは、表面の平滑性

や色調など品質の維持のご要望に応えていく過

程で、これを優先するあまり、基準遵守の意識が

稀薄になり、再生樹脂比率を極端に低下させてし

まったからです。加えて、再生品ではない通常の

樹脂を使用することで、「より高い品質の製品を

供給している」との甘い認識のもと、コンプライア

ンス、特に環境への社会的重要性について認識

が不足していたためでもあります。

　今後二度とこのようなことが起こらぬよう、関係

会社を含めた内部監査統制体制の見直しと整備

を徹底するとともに、社員に対するコンプライアン

ス教育の徹底を改めて図っていく所存です。
＊エコハッポート：ポリプロピレンに発泡剤を添加し成形したシート状でお
客様に納入し、事務用ファイルの表紙など文具用途に用いられています。

三井化学グループは、
様々なステークホルダーとの関わりを
念頭に置いて事業活動を展開しています。
ここでは、社会と企業との持続的発展を
目指した、ステークホルダーの皆様に
対する取り組みを報告します。
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化
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お客様とともに
三井化学グループは、お客様に満足していただける
製品とサービスを提供するために、お客様との対話に努めるとともに、
品質保証体制および製品安全管理体制の強化に取り組んでいます。

Staff Comment

品質保証部事業部担当者

　品質保証部事業部担当者は、製品に関する品質保証
の業務を各事業部に対して行っています。
　その業務は、品質規格の決定や納入仕様書の締結に
関する業務、お客様からの苦情への対応、品質問題の
発生防止と再発防止のための業務、出荷の承認、変更管
理に関する業務、お客様からのグリーン調達調査への
対応業務など多岐にわたっています。

お客様からの苦情への取り組み

　品質保証部が中心となり、本社と工場において関係部

署との協力体制を敷いています。苦情処理の迅速化、真

因の正確な把握、対策の当社グループ内各社での水平展

開を行うことにより、迅速かつ適切な処理に努めています。

名古屋工場の取り組み

　当社名古屋工場は、名古屋市南部の市街地に立地し

ています。化学原料を製造する一方で、樹脂加工製品や、

クリーンルーム内で電子情報材料製品を製造しています。

　当工場では、“品質問題は製造現場で発生”を原点に、

品質管理担当者を現場密着化し、毎日のミーティングで、

「品質に関する情報の共有化、情報伝達の迅速化」を

図っています。さらに、作業者を主体とした品質の小集団

活動で「3S（整理・整頓・清掃）、活きた手順書づくり、品質

教育」に取り組んでいます。これらの活動は、作業者の品

質意識を著しく向上させ、全社発表や役員表彰にもつなが

りました。

　これからも全員参加の品質活動で、電子情報材料製品

を中心とした工場を目指します。

品質マネジメントシステム

　三井化学はお客様の満足を追求し、また内部牽制機能

を強化するため、本社に品質保証部を設置しました。

　本社の品質保証部の担当者は営業・開発部門から独立

した品質保証活動を行っています。また、工場に品質保証

グループを設け、製造部門から独立した品質保証活動を

行っています。

　同時に、海外を含め当社グループ内各社への監査・指導

を通して、品質マネジメントレベルの向上のための活動を行っ

ています。また、コンプライアンスを取り入れた、新しい品質

教育プログラムを作成して三井化学グループ全体に対する

展開を開始しました。

製品の品質保証

クレーム・コンプレイン発生率の推移（2006年度を100とする）

↑オブジェクト色はここから
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【三井化学グループと社会】

基づき、現在全製品のMSDS、容器ラベルの改訂作業を

進めています。

　一方、2007年欧州ではREACH＊2と呼ばれる化学物質

管理の仕組みに関する新しい法律が施行され、2008年よ

り本格運用されています。REACHでは、新規化学品のみ

ならず既存化学品に関しても登録が義務付けられ、また原

材料から最終製品までのサプライチェーン全体での安全性

管理が必要となります。

　当社では、REACHのような新しい化学物質管理の仕

組みに適応するため、社内横断的な体制で取り組んで

います。具体的には、当社製品に含まれる該当物質の

REACH登録を進めるとともに、製品のライフサイクルを

通して、サプライチェーンを考慮した化学物質管理ができる

ように、社内

ルールの見直

しや製品情報

管理システム

の再構築を進

めています。

お客様とともに

　2002年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議（通

称・WSSD）」において、2020年までに化学物質の人・環境

に対する影響（リスク）を最小化するという目標が採択されま

した。

　三井化学では、化学物質を扱う事業者の立場から、

WSSDの目標達成に向け、化学品・製品の安全確保に取

り組んでいます。

新化学品規制に適応した
新たな化学物質管理の取り組み

　当社は、新製品を販売するにあたり、取り扱い作業者お

よび環境、消費者それぞれに対する影響の起こりやすさを

評価（リスクアセスメント）し、その程度に応じた安全対策を

実施しています。

　法律で義務付けられているものに限らず、すべての製品

についてMSDS＊1（製品安全データシート）を提供し、容器

には「警告表示ラベル」を貼付しています。また、2003年

の国連勧告により国際的に調和された分類基準（GHS）に

化学品・製品の安全性の確保

Staff Comment

　私はお客様に提供する当社製品のMSDSの作成を担
当しています。法規制や安全性情報を調査し、製品を
取り扱うすべての場面を想
定しながら、読みやすくわ
かりやすいMSDSの作成を
心がけています。三井化学
とお客様をつなぐ安全のコ
ミュニケーションツールで
あるMSDSが夢のあるもの
づくりの一助となれば光栄
です。 安全・環境部 製品安全センター

永井 麻美

↑オブジェクト色はここから

ロダンMを基本に

8～11Qあたりで

新化学品規制（ＲＥＡＣＨ等）

購買原
料
調
達
先

お
客
様

開発

製造 販売

全社一元管理できる
製品情報管理システム

サプライチェーン全体を通した
確実な化学物質管理

化学品の安全に関わる三井化学の取り組み

製品安全センター試験棟

＊1 MSDS（Material Safety Data Sheet）：製品安全データシート。事業者が化学
物質や製品を他の事業者に出荷する際に、その化学物質に関する安全情報を提供
するために添付する文書のこと。
＊2 REACH：欧州の化学物質規制（Registration, Evaluation, Authorization and 
Restriction of Chemicals）。
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　購買方針に基づき、2007年度までに以下のとおりCSR

調達に関する調査を実施しました。

1.調査内容：20項目

　●法令・社会規範遵守について（5項目）

　●人権尊重・労働環境への配慮について（3項目）

　●環境保全・安全確保について（6項目）

　●経営状態の健全性について（4項目）

　●品質・価格・納期等の適正水準について（2項目）

2.調査対象：779社

　　　　　（原材料取引に関する商社およびメーカー）

3.調査方法：メールで回答依頼

4.回答社数：779社（2008年5月末回収率：100%）

5.採点結果：平均16.0点（20点満点）

　今後は定期的に調査を実施する一方、回答結果のフィー

ドバック、個別にご相談いただいたお取引先への改善支援

に取り組んでいきます。

　また、2008年度は資機材・間接材取引に関する取引先

についても実態調査を実施します。

　2008年度より事務用品・OA機器についてはグリーン

購入を開始します。具体的には、グリーン購入法に定める

環境物品等に限定したカタログによる調達システム＊を、

2008年度より全社で運用開始すべく準備を進めています。

　また、制服・保安用品についても2009年度以降、グリー

ン購入法に定める環境物品等への全社の仕様統一を実

施します。

　三井化学グループは、「すべてのお取引先は三井化学

グループのよきパートナーである」との認識のもと、CSRの

推進に即した購買活動に協力いただくため、2006年4月に

「三井化学グループ購買方針」を制定しました。本方針で

は、法の遵守はもとより、公明正大な取引を実行するにあた

り、広く門戸を開放し、均等な機会を提供すること、ならび

に地球環境との調和を謳っています。そしてこれらCSRの

見地に立って、お取引先の選定条件を明示しています。

取引に関する方針

取引先とともに
三井化学グループは、すべてのお取引先を当社グループのよきパートナーとして、
お互いの持続的発展を目指して公正・誠実な購買活動に努めていきます。

CSR調達

グリーン購入開始

三井化学グループ購買方針

三井化学グループの購買部門は、グループの企業価
値向上に寄与する購買活動を実践する上で、全てのお
取引先は三井化学グループにとっての良きパートナー
であり、お互いの企業活動の持続的発展を目指して、
公正･誠実な取引を行なうことを心がけ、以下の購買
方針に基づき購買活動を行ないます。

1.法の遵守
購買活動の実行にあたり、法令・社会規範を遵守します。

2.機会の均等と透明性の確保
国内外のお取引先に広く門戸を開放し、対等な立場で公明

正大な取引の機会を提供します。

3.地球環境との調和
地球環境への負荷がより少ない商品・原材料の購買に

努めます。

4.CSRの見地からの取引先選定
より良いパートナーシップの構築を目指し、以下の各条件

を満たしている企業を優先的に選定致します。

❶ 法令及び社会規範を遵守していること。
❷ 人権を尊重し、労働環境に対する配慮を重視していること。
❸  環境の保全と安全の確保のための活動に取り組んでい
ること。

❹ 経営状態が健全であること。
❺  品質・価格・納期等が適正水準であり、その維持・向上に
努めていること。

以上

＊調達システム：従来の物品購入に関わる決裁書類を電子化したシステム。ペーパー
レスとすることにより環境負荷低減を実現する。
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【三井化学グループと社会】

アナリスト・投資家向け定期的説明会の開催

　年度決算発表（5月）、中間決算発表（11月）の後に、ア

ナリストや機関投資家を対象に、社長による経営概況の説

明会を実施しています。また、年度決算発表時、中間決算

発表時、四半期決算発表時にはアナリストや機関投資家

を対象としたネットカンファレンス（電話による説明会）も実

施しています。これらは当社ホームページのIRサイトにて、

資料と音声により公開しています。

IR情報の発信

　決算短信、適時開示資料、有価証券報告書、Annual 

Report（英語、日本語）、アナリスト・機関投資家向け資料、

コーポレート・ガバナンスの状況および株主総会招集通知な

どのIR情報を、情報開示（プレスリリース）後、速やかにホーム

ページに掲載しています。

　なお、当社ホームページ

のIRサイトは、大和インベ

スター・リレーションズ（株）

の｢2008年インターネット

IRサイトの優秀企業402

社｣に選ばれました。

株主とともに

　株主総会を、株主の皆様と経営者との率直な対話の機

会として位置付けています。そこで、三井化学への理解を

いっそう深めていただけるよう、株主の皆様からのご質問に

は、率直かつわかりやすく答えるよう努めています。

　2008年6月25日に開催した株主総会では、会場ロビー

に説明者を配置して、当社グループの製品やCSR活動に

関する展示・説明を行うとと

もに、総会終了後には、同ロ

ビーでの説明に当社役員も

参加し、株主の皆様との対話

を行いました。

　当社は、2008年度中期経営計画の策定を機に、利益

配分に関する基本方針を変更しました。事業の成長・拡大

による企業価値の向上を最重点課題として認識するととも

に、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題と位

置付けています。

　利益の配分は、株主の皆様への利益還元および今後

の成長・拡大戦略に備えた内部留保の充実などを総合的

に勘案します。配当については、連結配当性向および連

結自己資本配当率（DOE）を勘案し、中長期的な視点で連

結業績に応じた利益還元および安定的な配当の継続に努

めることとします。

　具体的には、連結配当性向25％以上、かつ、DOE2％

以上を目標とします。内部留保については、さらなる成長・

拡大および目指すべき事業ポートフォリオ実現の加速のた

めの積極的な投融資、革新的な新技術創出のための研究

開発等に充当し、業績の向上を図っていきます。

株主との対話

Staff Comment

　株主総会の適法かつ適正
な開催のために、株主の皆
様に向けて情報発信を行う
業務を担当しています。株
主総会での会社紹介や報告
事項のビジュアル化、読み
やすい報告書「株主の皆様
へ」など、株主の皆様の視点
に立った資料づくりを心が
けています。

総務部

松本 恵

IRサイト

三井化学グループは、企業価値の持続的向上のため、
コーポレート・ガバナンスの充実に向けた諸施策の実施により経営の透明性を高めるとともに、
適時適切な情報発信を行い、株主・投資家の皆様からの信頼にお応えできるよう努めています。

利益配分に関する基本方針

情報の開示
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小学生の事業所見学

　岩国大竹工場では、広

島県廿日市市立津田小学

校4年生（計41名）を招い

て工場見学会を開催しまし

た。津田小学校は小瀬川

の源流近くにあり、小学生たちは、小瀬川と化学工場との

関係について社会勉強をしました。バスから岩国港や工場

排水放流口を見学した後、PETの原料となるPTAのプラン

トを見学し、化学工場の大きさに驚きの声をあげていました。

Thailand 5S Award 2007 金賞受賞（タイ）

　Grand Siam Composites

社は、2007年11月30日に

Thailand 5S Award 2007の

金賞を受賞しました。TPM＊1

および5S＊2の活動に本格的

に取り組んだ成果が認められ、今回の受賞となりました。

GSCナショナルスタッフのモチベーションの高さも話題とな

りました。

地域懇談会の開催

　三井化学は各工場で、重要なステークホルダーである近

隣住民の方 と々、当社の環境保全の取り組みについての

意見交換会を開催しています。

　名古屋工場では、2008年3月26日に近隣6学区役員

および南区役所まちづくり推進室担当者の方 と々の意見

交換会を開催しました。当日は、名古屋工場の近況と化学

工場総合防災訓練の実施状況についてをご説明し、環境

に関する外部からの表

彰事例および三井化学

CSR報告書の紹介を行

いました。積極的な議論

の中で、当工場の課題

について貴重なご意見

をいただきました。

広報誌の発行

　各工場では、地域の方々に工場への理解を深めていた

だくため、地域向け広報誌をそれぞれ年2回以上発行して

います。広報誌には、各工場で生産している製品や、環境

保全への取り組み状況などのほか、地域の方々のご意見や

ご質問、それに対する回答も掲載し、誌面を通して対話を

行っています。

地域社会との対話

＊1 TPM：Total Productive Maintenanceの略で、効率化を目指し、災害・不良・事
故などを未然に防止するための全員参加型生産管理のしくみのこと。
＊2 5S：「整理」「整頓」「清潔」「清掃」「躾」

地域社会とともに
三井化学グループは開かれた事業所を目指し、各事業所が地域の方々との対話を密にし、
子どもたちや環境に対して様々な働きかけを行い、地域との共生に努めています。

各工場の広報誌（左から市原、名古屋、大阪、岩国大竹、大牟田）

三井化学グループ社会活動方針

三井化学グループは、継続的に

1 . 化学技術を活用・進化させて、広く社会に貢献します。

2 . 開かれた事業所を目指し、地域社会との共生を図ります。

3 .  地球の将来を担う次世代の育成に役立つ活動を行います。

4 . 地球環境を守るための活動を行います。

5 . 国際的な交流や協力に積極的に取り組みます。

6 .  社員一人ひとりが主体的に社会活動に参画できる企業

風土をつくります。

以上
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【三井化学グループと社会】

Relay for Life （米国）

　Advanced Composites社（オハイオ州）は、アメリカ最

大の慈善団体American Cancer Societyのガン予防、

患者支援のための活動

「Relay for Life」に参

加しています。毎週の積

み立てと8月第1金曜日

のイベントでの売り上げ

を寄付しています。

クリーンアップ活動

　当社や多くの関係会

社は、会社周辺の清掃

だけではなく、地域の清

掃活動へも参加し、地域

環境の美化に取り組ん

でいます。2007年9月

15日、Thai Pet Resin社は、タイのPla Beach Rayongで

開催された国際海浜クリーンアップに参加しました。

健全な森林の育成を支援

　日本の国土は3分の2が森林で占められており、そのうち

の約4割は人が手を入れてつくりあげた人工林です。健全

な森林育成のためには間伐が必要であり、手入れを行って

いかなければなりません。当社は環境貢献の一環として「森

の町内会」の活動に参加し、「間伐に寄与した紙」を使用

することで、間伐を促進し、健全な森林の育成を支援してい

ます。

地域社会とともに

中国中山の小学校にパソコンを寄贈

　広東省政府関係者の

「将来の社会を担う子

どもたちにパソコンを」と

いう意向と、三井化学グ

ループ社会活動方針と

の合致を受け、三井化

学複合塑料（中山）有限公司はパソコン30台を地元の開

発区第2小学校に寄贈しました。

春の園芸市に出品

　ジャパンコンポジット

社は2008年4月19・20

日の両日、徳川家康ゆ

かりの駿府公園にて開

催された春の園芸市に、

FRP材料を有効利用し

て製造したプランターを出品しました。好天にも恵まれ、用

意した200個は早々に完売しました。

「もばらおどり」に参加

　2007年7月28日、茂

原市主催による「茂原

七夕まつり」のメインイベ

ント「もばらおどり」に三

井化学連として出場しま

した。茂原分工場50周

年、三井化学10周年という記念すべき年であり、進化する

三井化学をアピールすべく本格的な踊りを披露しました。

地域交流

環境保全
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　毎年、人材交流・人材育成を目的として、インターンシッ

プ生を受け入れています。2007年度は、海外からの留学

生を中心とする、20名余りの大学生、大学院生が参加し、

本社および国内各地の工場・研究所で当社社員とともに

働きました。当社グループでは、化学産業、化学メーカーの

魅力を広く社会に伝えて

いくために、今後も積極

的に受け入れを継続して

いきます。

　2007年11月、北海道大学触媒化学研究センター

（CRC）と、当社のコア技術である触媒技術のシナジー創

出を目的とした合同シンポジウムを開催しました。CRC全7

部門すべての教授陣と三井化学研究者による講演・ポス

ター発表を行い、活発な議論が交わされました。

　世界トップレベルの研究者が集まり、急速な成長を遂げ

ているシンガポールに、2006年10月当社初の海外研究拠

点を開設し、次世代技術の開発を推進しています。シンガ

ポール科学技術研究庁

（A*STAR）やシンガポー

ル国立大学との触媒・材

料分野における共同研

究が加速しています。

「北海道大学̶三井化学
合同シンポジウム」開催

産学界とともに
三井化学グループは、化学および化学産業の持続的な発展に貢献するため、
国際シンポジウムの開催などを通して産業界・学界との連携を深め、
グローバルなサイエンスネットワークの構築に取り組んでいます。

インターンシップの受け入れ

Mitsui Chemicals Asia Pacific 
Technical Centre 開設

インターンシップ受け入れ実績

Staff Comment

　医農薬原料の製造に用いる触媒を、
A*STARの化学工学研究所（ICES）と
共同で開発しています。シンガポール
発の技術が早期に実用化できるよう、
日々研究に励んでいます。

Mitsui Chemicals Asia 
Pacific Technical Centre

吉永 一彦

Guest Comment

　2007年8月から1年間の予
定で、電子・情報材事業部の特殊
エンプラグループでインターン
シップをしています。担当製品
はアーレンで、生産管理や販売
について工場や客先への出張を
交えながら勉強中です。来日前
は不安も少しありましたが、三井
化学の方々はとても優しく、終了
後も皆さんと連絡をとり続けて
いきたいです。

リヨン経営大学

J-Baptiste Noeさん

開所式（左から3人目：A*STAR化学工学研究
所Carpenter所長、4人目：三井化学藤吉社長）

北海道大学CRC
上田センター長による講演

出身地域 専攻 研修先 人数

欧州

経営学 本社事業部 1

応用化学等 本社事業部 3

バイオ 研究所 1

アメリカ 経営管理等 本社事業部・研究所 4

アジア

国際関係

（ＭＢＡ）

本社事業部 2

本社事業部 1

本社管理部門 1

化学工学等 工場・研究所 8

合計 21
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【三井化学グループと社会】

従業員とともに
三井化学グループは、「従業員の幸福と自己実現」に向けて、
従業員が「生きがい・働きがい」を実感できるよう取り組んでいます。
労働安全の確保を最優先とし、適正な職場環境の形成と自主的な健康の促進を図っています。

人材マネジメント方針

　三井化学グループは、従業員および労働市場に対する

姿勢を示すため、「人材マネジメント方針」を制定していま

す。会社と従業員が互いに刺激しあい、よりよい方向へと

高めあえるように、人を大切にすることが重要である、という

ことが根底にある価値観です。

　世界各地のグループ会社人事施策の根幹となるものと

して、「三井化学グループの持続的成長」と「従業員の幸

福と自己実現」の両方の目標へ向けて展開しています。

三井化学グループ人材マネジメント方針

三井化学グループは、経営ビジョンに定める「企業理念」と「目指すべき企業像」の実現のため、
「三井化学グループ行動指針」に立脚し、組織編成・採用・配置・育成・評価・処遇します。

1.「誠実な行動」に向けて
❶ 従業員に対し、「行動指針」に定めた「誠実な行動」を求め、そうした行動をとる人を高く評価し、
  その力が十分発揮できる環境を整備します。
❷ 事業地区の労働に関するあらゆる法規及びルールを遵守します。
❸  従業員の採用・配置・育成・評価・処遇について、性別・人種・国籍・年齢・宗教・障害などに基づく差別をすることなく、
  ルールを開示し、ルールに則り公正・公平に行います。

2.「人と社会を大切に」に向けて
❶ 従業員に対し、「行動指針」に定めた「人と社会を大切にする」行動を求め、そうした行動をとる人を高く評価し、
  その力が十分発揮できる環境を整備します。
❷ 従業員の職場における安全と健康を守ります。
❸ あらゆるハラスメントを許さず、人権擁護を支持し、尊重します。

3.「夢のあるものづくり」に向けて
❶ 従業員に対し、「行動指針」に定めた「夢のあるものづくり」に向けた以下の行動を求め、
  そうした行動をとる人を高く評価し、その力が十分発揮できる環境を整備します。

  ●自らの可能性を信じ、失敗を恐れず、果敢に挑戦する。

  ●感性を豊かにし、たぐいない新たな価値をつくり出す。

  ●自分の目で確かめ、自ら考え、行動する。

  ●グローバルな視点に立ち、世界に通じるプロフェッショナルを目指す。

  ●これまで培った経験や技術を伝承し、次世代の人材育成に努める。

  ●活発なコミュニケーションを通じ、一人ひとりの力を組織の力に結集する。

4.上記各項目に立脚し、次の考え方で人事施策を行います。

A.「三井化学グループの持続的成長」に向けた考え方 B.「従業員の幸福と自己実現」に向けた考え方

組織編成 戦略に沿った組織を編成し、その実現に最適の職務を編成します。 人材の意欲と能力を活かす職務編成を行います。

採　用 企業の成長に貢献し得る人材を採用します。 採用においては、意欲と能力ある人材に等しく機会を与えます。

配　置 成果を挙げうる人材を積極的に登用します。 人材が持てる意欲と能力を十分に発揮できるような配置を行います。

育　成 世界に通じるプロを長期視点に立って育成します。 世界に通じるプロに向けて自己研鑽することを支援します。

評　価 実現した成果を適切に評価します。 公正で意欲と能力の向上に結びつく評価を行います。

報　酬 事業コストの点で、十分競争力ある報酬水準を目指します。 意欲と能力ある人材を確保する点で、十分競争力ある報酬水準を目指します。
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グローバルな人材の育成・確保

　急速に進展する当社グループのグローバル化に対応し、

2007年は社員の異文化マネジメント力強化研修を新規に

立ち上げました。また、海外関係会社現地マネージャーを対

象とした短期の「グローバル・マネージャー研修」の実施や、

現地キーパーソンを対象とした日本国内での1年間の実務

研修の対象者を増やすなどの活動を行っています。外国籍

社員の新卒採用も定着化、2008年4月には7名の外国籍

社員が入社し、今後も増加の見込みです。

　このように、三井化

学グループでは、各層

にわたって、グローバ

ルな視点での人材育

成、確保に注力してい

ます。

技術・技能の伝承（技術研修センター）

　当社では、製造現場における運転・安全・設備に強い運

転員を育てることを目的として、千葉県茂原市に技術研修

センターを設置しています。2007年夏には、本格的なメ

タノール蒸留の訓練用プラントが完成しました。コンピュー

タ制御による実践的

な学習ができるように

なったことで、化学プ

ラントを安全に運転す

るための基本技能を

自ら体験し、修得でき

るようになりました。

人材育成の考え方

　「絶えず革新を追求し、化学のちからで夢をかたちにする

企業グループ」を目指す中で、従業員の幸福と自己実現を

目指し、他者との対話を通じて自らを高め続けていく人材に

対して、最高の環境を提供することが人材育成の基本的な

考え方です。三井化学では、世界に通じるプロを長期視点

に立って育成します。プロを目指して自己研鑽する社員を

支援する多彩な社内外プログラムを整えています。

人材育成

全社教育体系図

↑オブジェクト色はここから

ロダンMを基本に

8～11Qあたりで
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ライン管理者
研修

新任管理者
研修

入社2年目
研修

新入社員研修

人材マネジメントの視点̶会社と個人の関係̶

↑オブジェクト色はここから

〈目標〉

〈行動の目標〉

ロダンMを基本に

8～11Qあたりで

三井化学グループ（会社） 従業員（個人）

Ａ．持続的発展

Ｃ．人事施策

Ｂ．幸福と自己実現

a.人的生産性の
最大化

b.職務遂行を通じて得られる
満足度の最大化

組織編成
採用
配置

育成
評価
報酬
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【三井化学グループと社会】

仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）推進に向けて

　三井化学は、「社員は企業理念を実現するための重要な

ステークホルダーである」と考えています。「三井化学グルー

プの持続的発展」と「社員の幸福と自己実現」を共に実現

すべきととらえ、会社、個人がその目的を達成していく過程

で相互に刺激し高めあう関係でありたい、と考えています。

　このため、これまでも短時間勤務制度、介護看護休暇、

ベビーシッターや介護サービス利用補助などの育児・介護

支援制度や、持家支援制度・余暇支援制度などを充実さ

せ､社員が働きやすい環境を整えてきました。

　当社は､社員の「仕事と生活の調和」が、これからの経

営基盤として極めて重要であり、この基盤のさらなる充実を

図った上で新たな価値創造を実現していきたい、と考えてい

ます。

　具体的施策としては、特に育児・介護支援について、今

後ますます重要度が高まると考え、引き続きいっそうの充実

を図っていきたいと思います。

　また、個人としてリフレッシュするための「ゆとり」を創出す

ることも重要であると考えます。そのため、全社員で知恵を

出し、働き方の改革を行い、「ゆとり」創出に向けた時間づ

くりとその活用支援を推進していきます。

従業員とともに

仕事と生活の調和

2008年度重点実施事項

1.育児・介護と仕事が両立しやすい環境づくり
 （1）育児・介護支援

  ●育児、介護事由による

  　転勤希望申請制度導入

  ●会社託児所の設置

  （2009年春に開所予定）

2.「ゆとり」創出に向けた時間づくりと
　その活用支援
 （1）時間づくり

  ●会議効率化ルール等の制定・推進

  ●「ノー残業活動」の展開

 （2）休暇制度の充実

  ●社会活動休暇の新設

厚生労働省「仕事と生活の調和
推進プロジェクト」参画

　当社は、厚生労働省による「仕事と生

活の調和推進プロジェクト」のモデル企業

として、（社）日本経済団体連合会（日本

経団連）の推薦を受け、参加しています。

　このプロジェクトは、社会的影響力のある企業10社を

選定し、各社が「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）」施策に先行的に取り組み、その成果を社会に広く周

知することで、「仕事と生活の調和」実現に向けた社会的

機運の醸成を図ることを目的としています。　　

　この国家プロジェクトの一環として、当社は2008年7月

に仕事と生活の調和推進にあたっての「トップ宣言、およ

び2008年度重点実施事項」を社内外に発表し、その内

容は厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/

bunya/roudoukijun/sigoto-seikatu/index.html）でも紹

介されています。今後も、本プロジェクトPRパンフレットなど

を通じて、広く社会に紹介される予定です。

　当社グループは、今後も関連施策の充実をよりいっそう

進めていきます。

会社託児所のイメージ図

両立支援策一覧

休暇・休業への配慮
●介護看護休暇
●特別休暇

●育児休業
●介護休業

勤務時間への配慮

●保育施設などへの送迎のための短時間勤務措置
●介護のための短時間勤務措置
●時間外労働の制限（育児・介護）
●深夜業の制限（育児・介護）

収入面への配慮
●出産見舞金　●育児援助金　●介護援助金
●ホームヘルパー利用補助金
●ベビーシッター利用料補助
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「和サロン」の開設

　2007年6月より、本社に

サロンを開設しました。「従

業員が仲間とリラックスし、

和める場にしたい」という思

いを込めて、名称は「和（な

ごみ）サロン」とし、社内の

打ち合わせや懇親会などに利用しています。

　当社では「率直な対話と

相互理解」を理念として、

一体感のある安定した労

使関係の構築に努めてい

ます。2008年4月には労

働協約を更改し、生産性向上、グランドデザインの実現、人

材開発といったテーマについて、労使協働で取り組むことを

明らかにしました。これからも常に双方向のコミュニケーショ

ンを心がけ、社員一人ひとりが生きがい・働きがいを持つた

めの基盤づくりを推進していきます。

わくわく推進チーム

　2006年に社長トップダウンにより発足した「わくわく推進

チーム」は、多様性（ダイバーシティー）推進の第一歩として

女性社員の活躍を推進しています。

　2006年度に引き続き、①多様性を積極的に活かす風

土の醸成、②女性のキャリア開発支援、③Face to Face

ネットワーク構築（社内外人脈づくり）支援、④仕事と生活

の調和支援、の4項目を柱に活動を展開しました。

障害者雇用の促進

　2004年度以降、4年間連続して法定雇用率（1.8％）を

達成しました。今後も職場環境の整備に努めながら雇用を

推進していきます。

高齢者の再雇用

　2006年4月より再雇用制度を導入しています。高い技

術・技能を有する高齢層の従業員に対して、定年退職後も

広く活躍の場を提供し、従業員の多様なライフプランに対

応しています。

多様な個性・考え方の尊重

Staff Comment

　三男誕生時に、人生2回
目の育児休業を50日間取
得しました。一番悩んだ上
司、同僚への申し出も、話し
てみたら「いいよ」の一言。
理解ある上司と同僚に感
謝しています。男性の皆さ
んもぜひ育児休業を取得し
て、専業主夫にチャレンジ
してみてください。

市原工場　製造1部　用役課　班長

工藤 悟

社内コミュニケーションの促進

女性管理職登用数

2005年度 2006年度 2007年度

1.93% 1.98% 1.93%

障害者雇用率の推移

率直な対話と相互理解に
基づく労使関係
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【三井化学グループと社会】

れエリアスタッフを配置しました。また、2008年1月30日か

ら2月2日までの4日間、海外RC支援関係会社のネットワー

クづくりを主眼として、「第1回安全・環境アジアグローバル

会議」を日本で開催しました。東南アジア関係会社からRC

担当12名が参加し、安全・環境についての活発な意見交

換がなされました。

従業員とともに

　三井化学は、労働安全衛生マネジメントシステム

（OHSAS18001）に基づく安全な職場づくりと、従業員の

安全意識の向上に取り組み、労働災害の未然防止を図っ

ています。2007年度は「三井化学グループ一体となった労

働災害撲滅への取り組み強化」を重点課題として、国内外

関係会社、協力会社を含め、挟まれ・巻き込まれ対策の徹

底、ボトムアップを支援する安全活動などを推進しました。

労働災害の発生状況

　2007年度は、労働災害度数率（休業＋不休業災害、

構内関係会社＊および協力会社を含む）が1.5、休業のみ

の労働災害度数率が0.3となり、前年度と比較して上昇し

ました。労働災害の原因別分析では、ヒューマンエラーによ

るものが約80％を占め、設備を主因とするものはほとんどあ

りませんでした。今後は人の行動に焦点を当てた安全活動

として、3S（整理・整頓・清掃）や危険予知活動（KY活動）

を再強化し、労働災害撲滅を図っていきます。

労働災害撲滅を目指して

　2007年度は、工場や国内外関係会社の安全活動に対

する事業部および安全・環境部のバックアップ体制をより強

化しました。現場課長が行う安全活動への支援、e-ラーニ

ングによる法令遵守教育、海外関係会社へのエリアスタッ

フの配置などを行い、挟まれ･巻き込まれ対策を主体とした

設備の安全対策強化や安全意識の向上を図っています。

海外関係会社における安全指導

　東南アジア、米国の関係会社における安全・環境支援

体制を強化すべく、シンガポール、タイおよび米国にそれぞ

安全な職場づくり

Staff Comment

　私たちは、アジアパ
シフィックの関係会社
の労働安全レベルを向
上させるため、三井化
学の労働安全に対する
強い姿勢を各国各社現
場へ直接伝え、浸透を
図っています。目標は、
国内本体工場に負けな
い安全職場です。 

Mitsui Chemicals Asia Pacific社
Safety & Environment  Div.

Bundit.Pattawekongka（左）
山本 卓（右）

労働災害（休業）度数率の推移（全産業／化学業界／三井化学）

＊ 構内関係会社：当社工場構内にあり、環境安全活動について、当社工場の管理
下にある関係会社等。
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　2008年度は、定期健診、特定健診、がん検診を融合し

た総合健診を全社で展開します。メタボリックシンドローム

改善のため、特定保健指導にも積極的に取り組みます。

メンタルヘルス対策

　2007年度も、メンタルヘルスの各種研修（新入社員・管

理社員・ライン管理者等対象）、カウンセリング、e-ラーニン

グなどを継続して実施しました。また、組織的なメンタルヘル

ス対策の一環として、「職業性ストレス調査」および「コミュ

ニケーション向上計画」を全社に展開しました。

　これらの結果、疾病休業統計では、メンタルヘルス関連

の休業日数が2004年度をピークに、減少傾向にあります。

 「社員の健康は、会社の健康に直結する」との基本理念

に基づき、本社と袖ヶ浦センターのほか、全5工場の健康管

理室に専属産業医や保健師、衛生管理者を配置していま

す。また、関係会社の主要工場にも嘱託産業医・保健師等

を配置して、グループ社員の健康増進に取り組んでいます。

　2007年度も、メンタルヘルス不全・生活習慣病予防、

衛生リスクの継続的低減に取り組みました。

労働衛生リスクの低減

　労働安全衛生マネジメントシステム（OHSAS18001）の

活用と産業医・衛生管理者の職場巡回、労働衛生リスク

の低減や職場環境の改善に努めています。2007年度は、

全社的に基本に立ち返り、局所排気装置1,507基の性能

を再度評価しました。これにより一部の局所排気装置の改

善が必要であることが判明し、改善を実施しました。2008

年度以降、空調整備などを含め、計画的に局所排気装置

のさらなる改善を進めていきます。

健康管理

　産業医や保健師など

が、健康診断や保健指

導を通じて健康増進を

図っています。2007年

度も、健康づくり教室の

活性化、ITによる自主健

康増進プログラム、社員食堂の改善などを進めてきました。

　疾病休業の内訳と推移では、がんによる休業の増加傾

向が見られたため、がん検診受診率の向上を目指し、定期

健診とがん検診の融合を検討してきました。また、AED（自

動体外式除細動器）の配備を終了し、救急蘇生法講習会

を展開しました。

社員の健康づくり

救急蘇生法講習会

疾病休業の内訳

Staff Comment

　私たち看護職は、社
員の方々が社員でいる
間はもちろん、退職後
も健康で活気のある社
会生活ができることを
目標にしています。い
つも優しく、ときには
厳しく、健康を応援し
ています。 市原工場 健康管理室

石橋 美由紀（左）
佐藤 優美（右）
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【三井化学グループと社会】

インターンシップ（職業体験学習）

　次世代を担う学生た

ちに「化学製品」「化学

プラント」「化学メーカー」

とはどういうものかを知っ

てもらいたい、興味を

持ってもらいたいという思いから、高校生、高専生、大学生

などのインターンシップ（職業体験学習）を積極的に受け入

れています。2007年は約70名の参加がありました。進路

を決める際の選択肢のひとつになればうれしいと思います。

●茂原分工場

　2007年11月19日～

21日、茂原分工場では

高校生を対象に、近隣

地区2校から計4名をイン

ターンとして受け入れました。研修期間中は普段見ることの

できない化学工場のプラントに皆興味津々の様子でした。

発展途上国の技術者に対する
安全教育プログラム

　IUPAC-UNESCO-

UNIDO安全教育プログ

ラムは、発展途上国の技

術者に実地体験を通し

た教育を行い、安全・環

境技術を普及、向上することを目的にしています。

　当社はこの趣旨に賛同し、ガーナ、ウルグアイ、シンガポー

ルから各1名の研修生を受け入れ、岩国大竹工場、袖ケ

浦センターで約3週間の教育を行いました（2004年度に続

き2回目）。研修生からは教育内容は非常に有用で、学ん

だことを自国で広めたいとの感想が寄せられました。また、

IUPACから当社へ本安全教育の実施に対して感謝状をい

ただきました。

社会貢献活動

ふしぎ探検隊

　実験を通して、子どもたちに「かがく」の楽しさ・面白さを伝

えたいという思いで、2006年より全事業所にて小中学生

向けの実験教室を開始しました。

　2007年は従来からの出前教室やイベント出展に加え、

新潟のNPOからの依頼を受け、新潟県中越沖地震の被

災地域の子どもたちへの実験教室を実施するなど、活動

の幅を広げています。スタッフとして参加する社員も100

名以上となり、経験豊富な実験教室の講師として、他事

業所からオファーを受け

る社員もいます。今後は

関係会社の工場地域な

どへも展開を予定してい

ます。

次世代育成

三井化学グループでは、三井化学グループ行動指針に基づいて、様々な活動を実施しています。
なかでも化学技術・製品を活用した活動は
次世代育成から環境保全、災害支援まで幅広く展開しています。

「ふしぎ探検隊」実験教室2007年度実績

日程 主催事業所 イベント

7/8 大牟田工場 筑後チルドレンズ・キャンパスイベント

8/1～2 袖ヶ浦センター 第4回ふしぎ探検隊

8/4 大阪地区 第2回MCIスポーツフェスタin大阪

8/24～25 関東地区 夢・化学-21夏休み子ども化学実験ショー

9/19 岩国大竹工場 広島西特別支援学校を招待

9/23 市原工場 秋祭り

10/14 岩国大竹工場 秋祭り

全事業所対象 新潟サイエンスキャラバン

10/21 大阪工場 高石商工フェスティバル

10/27 大牟田工場 オオタムフェスタ

名古屋工場 秋祭り

10/28 全事業所対象 新潟サイエンスキャラバン

11/1 茂原分工場 ロータリークラブ主催出前教室

11/11 全事業所対象 新潟サイエンスキャラバン

11/18 本社 汐留シティセンターファミリーデー

12/9 全事業所対象 新潟サイエンスキャラバン

12/23 大阪支店 大阪科学技術館にて

2/28 大牟田工場 明治小学校へ出前教室
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災害支援隊

　災害時に、被災者の必要なものを必要なときにお送りし

たい、当社製品を原料とする製品を役立てたい、という思い

から活動を始めました。災害支援NPOなどから助言をいただ

き、製品を製造しているお客様にもご協力をお願いしました。

　2007年7月、支援物資をお送りするシステムが整った矢

先、新潟県中越沖地震が発生しました。さっそく用意してい

たウレタンマットレス、ウレタンロール、ラップを、地元のボラ

ンティアセンターを通じて被災者の方々にお送りしました。

　また被災地域の子どもたちのために実験教室を開きたい

という地元のNPOからの依頼に応じ、10～12月に計4回、

ふしぎ探検隊も活動しました。

クリーンアップ

　身近な地域のクリー

ン活動を通して「地球環

境」について考えることを

目的に、2006年より活

動を開始しました。

　2007年は、九十九里浜でのイベントの前に、茂原分工

場に地元の生物学者を招いて勉強会を開催。企画スタッ

フも含めて、地元の自然についての知見を深めました。9月

のクリーン活動では拾ったゴミを30種類に分別し、三井化

学の製品でもあるプラスチックゴミの多さを改めて認識しま

した。また、参加した子どもたちを対象に貝殻クラフト教室

も行い、自然の材料に触れることで、自然の大切さを感じて

もらいました。今後はさらに地元との共生を深めた活動にし

ていきます。

地球サポーター

　地球環境保全に対す

る当社の技術・製品の

活用と社員の意識向上

を目的に、4テーマに分

かれて活動しています。

「沙漠緑化」「CO2ダイ

エット」、「循環型社会と地域との共生」「環境配慮型製品

とは何か」のテーマごとに、それぞれ自主的に集まった10～

15名程度のメンバーが取り組んでいます。

　実行の段階に移ったテーマも2つあり、実施する部署の

担当者と一緒に施策を検討しています。また勉強会で意見

を交わしている段階のテーマも積極的に内外から知恵を借

り、会社への実現可能な提案に向けて活発に活動してい

ます。

環境保全 災害復興支援

三井化学災害支援隊の活動の流れ

↑オブジェクト色はここから

災害時に被災者の
ニーズに合わせて連携

皆（Ｍ）の力（Ｃ）を愛（Ｉ）に変えよう
（例）ウレタンマットレスの場合

三井化学グループ
イソシアネート、ポリオールなど

原材料提供
配送手配

お客様
ウレタンマットレスに成型
在庫品を配送手配

ＮＰＯ・自治体
必要な被災者情報伝達
ボランティア派遣

被災者
必要なときに

必要なものをお届け

P15

大阪工場での勉強会

災害支援隊リーダー（右）とご協力くだ
さった東洋クオリティーワンの方々

避難所で使われたウレタンマットレス
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温室効果ガス排出量とエネルギー原単位の推移 

　三井化学グループは、本体5工場および日本国内に製

造設備を持つ構外連結子会社（20社）を対象にGHG排出

量の削減に取り組んでいます。2007年度GHG排出量＊1

は568万tであり、前年度より22万t減少しました。これは、

工場における省エネルギーや燃料転換、買電へのシフトに

よる効果のほか、定期修理や生産設備の停止による生

産量減少の影響です。また、2008年度中期経営計画の

経営目標として、GHG原単位指数（換算生産量当たりの

GHG排出量）を1990年度に対して85以下（2011年度）

と定め、省エネルギー投資の実行およびGHG排出量の大

幅削減に資する革新的プロセスの開発を計画しています。

このGHG原単位指数は、2007年度は88となりました。

　一方、化学業界の目標であるエネルギー原単位指数は、

定期修理の影響により84と前年度より1ポイント悪化しまし

た（これまで90以下であった化学業界の目標は、2007年

度に変更され、2008～2012年度の5年間平均で努力目

標として80となりました）。

　また、オフィスや社員個人の活動として、パソコンの電源

をこまめに消すことやお昼休みの消灯などを行う｢CO2ダイ

エットキャンペーン｣が2008年3月からスタートしています。

温室効果ガスの排出削減

＊1 GHG排出量：
（1）温室効果ガス算定報告制度による当社の2006年度GHG排出量は237万tでし
た。これは、製造工程で発生する副生物を燃料として使用する際のCO2排出量を算
定しないという制度に従ったものです。
（2）本年度は、副生ガスのCO2排出係数を見直し、過去データから再算定しています。

三井化学グループは、
「地球環境との調和」を図りながら、
事業活動を展開しています。
ここでは、事業活動にともなう
環境負荷の実績と地球環境の保全に向けた
取り組みを報告します。
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地球温暖化防止への取り組み
三井化学グループは、環境との調和を重視し、地球温暖化防止に向け、
生産現場の省エネルギーやオフィスの冷暖房温度調整などにより、
全社をあげてGHG排出量削減活動に取り組んでいます。

　生産現場における省エネルギー対策は、ほぼ限界に近

づいてきており、新たな試みとして近隣企業との連携による

省エネルギー対策を計画しています。

市原工場

　2009年10月稼動に向けて、液化天然ガス（LNG）を燃

料とする高効率ガスタービンを設置する計画です。本事業

は、JSR（株）との共同事業で、東電工業（株）によるESCO

（Energy Service Company）事業として、独立行政法

人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の平

成18年度エネルギー使用合理化事業者支援事業に採択

されました。

　ガスタービンで電力と蒸気とを併産することでエネルギー

利用効率を高め、効率の低い既存の復水タービンを停止

するなどにより、原油換算で2万kℓの省エネルギー、9万tの

GHG排出量削減を達成する計画です。

大阪工場

　大阪ガス（株）との連携による省エネルギー対策を計画し

ています。ガス事業者である大阪ガスは、LNGを気化させて

都市ガスとして市内に供給しています。大阪ガスと三井化

学大阪工場内のプラントとをLNG配管でつなぐことにより、

LNGの持つ－160℃という極低温エネルギーを利用できる

ようになります。石油化学原料を製造する際には必要な冷

媒として活用した後、気化したガスを大阪ガスに戻します。

　これにより原油換算で1万kℓの省エネルギーと3万tの

GHG排出量削減を達成することを計画しています。この計

画も、NEDOの平成19年度エネルギー使用合理化事業

者支援事業に採択されました。

新蒸留システムの導入

　三井化学ポリウレタンは、2007年6月にウレタン原料の

精製工程に新蒸留システムを導入し、30%の大幅な省エ

ネルギーを実現しました。原油換算で500kℓの省エネル

ギー、1,000tのGHG排出量削減となりました。

　新蒸留システムは、従来、2本

の蒸留塔で実施していた3成分

の分離を、蒸留塔内部を垂直に

分割することにより1本の蒸留

塔に集約し、加熱・冷却のエネル

ギーを削減することができるもの

です。 

　今後はこの技術を他の製品の

精製工程へ適用することを検討

していきます。

2007年度物流の省エネ対策

　改正省エネルギー法・荷主に関わる措置への対応とし

て、2007年度三井化学物流部門は製品の船舶輸送ロッ

トサイズの拡大による輸送回数削減、トラックから鉄道また

は船舶への切り替え（モーダルシフト）、トラックの積載率の

向上などの省エネルギー対策を推進してきました。

　さらにグループ企業全体の取り組み方針として、事業部

門、関係会社ごとに省エネルギー責任者を設置しました。

省エネへの取り組み

船舶へのモーダルシフト

導入した新蒸留システム
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【三井化学グループと環境】

エコ効率による企業活動全体の評価

　三井化学単体の売上高を、統合化した環境負荷で除し

て企業活動全体のエコ効率を求めています。2007年度

は、高値圏にある原燃料価格がさらに高騰したため、厳しい

事業環境が続きましたが、環境負荷の継続した低減により、

エコ効率指数は281と基準年の1997年度（エコ効率指

数：100）から大幅に改善しました。

環境負荷統合化数とエコ効率指数

事業活動と環境負荷

エコ効率による生産活動の環境影響評価

　地球サミット（1992年）で、持続可能な開発をする上で

「エコ効率」の改善が重要であることが提唱されています。

エコ効率は、製品またはサービスの提供にどれだけ環境負

荷を与えたかを測る指標です。三井化学は、企業全体の環

境保全と経済との関わりをエコ効率で評価する試みを継続

しています。エコ効率の試算に必要な環境負荷の統合に

は、化学産業や日本の環境に適した早稲田大学 永田教

授のパネル法を参考にした重み付け係数を用いています。

三井化学グループは、事業活動にともなう環境負荷と経済活動との関係をエコ効率で評価し、
社会と企業の持続的な発展に取り組んでいます。
また、環境会計を導入し、環境保全のための投資を積極的に行っています。

環境影響の評価

エコ効率指数と環境負荷統合化指数の推移（1997年度を100とする）

エコ効率
売上高

環境負荷統合化数

サイト情報

※環境報告における三井化学のデータには、構内関係会社の
データを含む。

購入

購入

変電所

加工加工

反応

エネルギー

燃料総発熱量（千GJ） 89,216

原材料

購入原料（千ｔ） 7,153

購入材料（千ｔ） 29

水資源

上水道水（百万m3） 0.7

地下水（百万m3） 0.7

工業用水（百万m3） 103

海水（百万m3） 457

INPUT
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環境会計
主な環境改善計画

　大気放出GHGおよびVOC削減、排水管理の強化などの

計画を進めています。

主な環境改善計画

2007年度の実績

　2007年度の環境保全に関する投資額は約18億円、

費用は約211億円となりました。投資については大気放出

GHGおよびVOC対策、水環境対策などを実施しました。ま

た環境保全にともなう経済効果は省資源・省エネルギーを

含め約40億円でした。

　安全・防災・衛生関係の投資は、2007年度より継続して

いる労働安全の特別対策費5億円を含め約43億円で、火

災・爆発防止、労働災害防止に関する設備強化などを実施

しました。

安全・防災・衛生関係投資

環境会計の推移

貯蔵
出荷

排水処理

出荷

発電

廃棄物処理

精製

製品等

製品出荷量（千ｔ） 6,747

大気への排出

CO2（千ｔ） 5,230

フロン類（ｔ）＊ 12

NOX（ｔ） 3,556

SOX（ｔ） 853

有害大気汚染物質（ｔ） 55

非メタンVOC（t） 2,692

ばいじん（ｔ） 208

産業廃棄物

外部リサイクル量（t） 79,518

外部最終処分量（埋立）（ｔ） 28,103

排水

COD（ｔ） 1,217

全窒素（ｔ） 1,298

全リン（ｔ） 31

放流水量（百万m3） 528

OUTPUT
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↑棒グラフの細さはここから
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＊フロン類：フロン回収・破壊法対象。

42

三
井
化
学
グ
ル
ー
プ
と
社
会

Mitsui Chemicals CSR Report 2008

三
井
化
学
グ
ル
ー
プ
と
環
境

C
S
R
を
支
え
る
仕
組
み



【三井化学グループと環境】

三井化学グループの取り組み

　国内の構外関係会社は、当社製品を加工して付加価値

を高める役割のものが多く、海外関係会社の多くは汎用化

学品を大量に生産しています。廃棄物処理の規制や産業

構造が国ごとに異なるため、海外でのミニマム化推進には

多くの課題もありますが、各社とも減量化やリサイクルなど

の再生資源化を積極的に推進し、グループ一丸で埋立処

分量削減に取り組んでいきます。

　2007年度の国内外関係会社＊2の産業廃棄物の平均

埋立率は、国内が1.5％で海外が29.6％でした。海外関

係会社の埋立処分の大部分は汚泥ですが、セメント原料な

どへのリサイクル化を進め、2009年度には平均で5％以下

の埋立率にする計画です。

環境負荷低減への取り組み

　三井化学グループは、2015年度までに本体および国内

外連結子会社の全生産拠点での産業廃棄物ミニマム化＊1

達成をグランドデザインの目標に掲げています。また、2008

年度中期経営計画において、2011年度までに国内連結子

会社の全生産拠点のミニマム化と海外連結子会社の生産

拠点の平均埋立率を5％以下にすることを目標にしました。

　本体工場では、2010年度の産業廃棄物ミニマム化達

成に向け、埋立処分量の削減を計画通り推進しています。

2007年度の各工場の埋立率は、市原工場0.2％、茂原

分工場1.1％、名古屋工場2.6％、大阪工場2.6％、岩国

大竹工場4.4％、大牟田工場28.7％でした。大牟田工場

は、原水槽の底にたまった汚泥処理などで、2006年度より

埋立率が約5％上がりましたが、2010年度のミニマム化達

成に向けた対策を着実に進めています。

三井化学グループは、化学会社として事業活動にともなう環境負荷の低減と
化学物質の適正管理の両面から環境保全に取り組んでいます。
今後も環境負荷を継続的に把握し、環境保全活動を積極的に推進していきます。

産業廃棄物の削減

＊1 産業廃棄物ミニマム化：産業廃棄物の発生量に対する埋立処分量の割合が1％
以下。

産業廃棄物最終処分量の推移

産業廃棄物処理区分

処分区分 Staff Comment

　三井化学グループでは、
事業活動にともなう環境負
荷の低減を積極的に推進し
ています。GHG排出量削減
や産業廃棄物ミニマム化を
経営目標に掲げ、地球に優
しい企業グループを目指し
ます。

安全・環境部

中村 淳

↑オブジェクト色はここから

ロダンMを基本に

8～11Qあたりで

内部
減量化量
45,111t
21.8%

内部再生
資源化量
18,846t
9.1%

外部再生
資源化量
79,518t
38.5%

外部
減量化量
35,211t
17.0%

廃棄物等
発生量
206,789t
100%

工場排出
廃棄物量
142,832t
69.1%

工場内埋立
処分量
0t
0%

外部埋立
処分量
28,103t
13.6%

※内部減量化量：廃プラスチックの焼却や廃酸を中和処理することによる減量
※再生資源化量：廃プラスチックのリサイクルのほか、廃油の燃料使用を含めた値
※廃棄物等発生量：汚泥、廃プラスチック、ばいじんなど。ただし、汚泥は脱水後の値

↑オブジェクト色はここから

1つとばしで

使用する
↓メモリ書体、級数はここから

↑棒グラフの細さはここから

↑メモリ、メモリ罫線の色はここから

8級

発生量

発生量

�����

（千 �）

↑グラフの数値の書体、級数

9級（基本）

���

��

1

2

3

4

5

6

������

������

������

������

������

�

02 07

■ 市原　■ 茂原　■ 名古屋　■ 大阪

■ 岩国大竹　■ 大牟田　■ 袖ヶ浦

03 04 10目標0605

（ t ）

（年度） 0

10000

20000

30000

40000

50000
�������

�������
�������

�������

�������
������

������

↑オブジェクト色はここから

1つとばしで

使用する
↓メモリ書体、級数はここから

↑棒グラフの細さはここから

↑メモリ、メモリ罫線の色はここから

8級

発生量

発生量

�����

（千 �）

↑グラフの数値の書体、級数

9級（基本）

���

��

1

2

3

4

5

6

���

���

���

���

���

���

��

�

■ 三井化学　■ 国内構外関係会社　■ 海外関係会社（千 t ）

発生量 再生資源化量 減量化量 最終処分量 0
50
100
150
200
250
300
350
400

���

��

��

���

���

��

��

��

��� ��

��

��
��

���
��

＊2 国内外関係会社の集計範囲：連結子会社およびRC支援対象会社の生産拠点
（国内27、海外19）。
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リデュース

●三井化学（大阪、市原）

　資源有効利用促進法に基づき、副産物（汚泥）の発生

抑制などを計画的に行っています。工場の排水処理にとも

なう余剰汚泥は、可溶化処

理（大阪工場）やオゾン処理

（市原工場）で減容化し、発

生量を抑制しています。

リユース／リサイクル

●三井化学ポリウレタン（鹿島）

　三井化学ポリウレタン鹿

島工場では、ウレタン原料の

TDIを製造しています。超臨

界水技術を活用し、廃棄物

処理されていた残渣から効率

的に原料を回収しています。

●Siam Mitsui PTA社（タイ）

　埋立処分廃棄物の大部

分は、排水処理で発生する

余剰汚泥でしたが、Siam系

列のセメント会社と協力してリ

サイクルできるようにし、ミニ

マム化に目処が立ちました。

●Advanced Composites Mexicana社（メキシコ）

　CSR活動として老人基金

に資源ゴミ（廃樹脂や紙くず

など）を供出しています。同基

金は、供出ゴミを換金し、活動

資金として活用しています。

WARM事業（下関三井化学）

　下関三井化学は、フッ酸、硫酸、燐酸、ボウ硝、フッ化

カルシウム、リン酸カルシウムなど難回収物を含む廃酸、廃

アルカリ、汚泥をリサイクルする「WARM事業」を行ってい

ます。これらの廃棄物をフッ素系製品や精製燐酸、石膏

の原料として安全に処理・利用することで、資源の有効活

用を推進しています。

このリサイクル事業

は、循環型社会形成

への貢献度が高いこ

とが評価され、2005

年に「クリーン・ジャパ

ン・センター会長賞」

を受賞しています。

インドネシア環境省から緑ランク取得
（Amoco Mitsui PTA Indonesia社）

　Amoco Mitsui PTA Indonesia社 は、2004～2005

年および2006～2007年の「PROPER PROKASIH」＊

で、緑ランクを取得しています。

　産業廃棄物については、嫌気性プロセスを用いた排水

処理で余剰汚泥の発生を抑制するなど、3R（リデュース、リ

ユース、リサイクル）を推進し、ミ

ニマム化を達成しています。

三井化学グループの3R

「WARM事業」リサイクル設備

「緑」格付けPROPER認証

可溶化装置（大阪工場）

TDI原料回収設備

供出ゴミ集積場

＊PROPER PROKASIH：インドネシア環境
省による企業格付け制度。水質汚濁防止、
大気汚染防止、有害廃棄物、環境影響評価
の実施、エネルギー効率に関する企業の管理
能力を評価し、金を最高として、緑、青、赤、黒
の5つに格付けする。2004～2005年は466
社を対象に実施し、23社（上位5％）が優良の
「緑」に格付けされた（最高位の「金」に格付け
された企業はこれまでにない）。
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【三井化学グループと環境】

揮発性有機化合物（VOC）

　2004年5月の大気汚染防止法の改正により、揮発性

有機化合物（VOC＊2）の排出が規制されました。政府は

2010年度までに固定排出源からのVOC排出量を2000

年度比30％削減とする目標を掲げています。

　2007年度の当社全体のVOC排出量は、2000年度比

で約68％減の2,739tとなり、当社の自主削減目標である

2010年度の排出量3,000tを3年前倒しで達成しました。

今後も、VOCのさらなる排出量削減に向け、全社をあげて

取り組んでいきます。

大気汚染物質のリスク管理

　当社は、化学物質ごとの有害性と工場敷地境界での大

気中の予想濃度から、人の健康に影響しないレベルになる

よう、その物質の濃度を管理しています。

　化学物質の影響濃度は、MOS値＊3を指標として評価し、

2003年度より化学物質のMOS値が1.0以下となる対策

に取り組んでいます。

大気拡散計算の事例
リスクアセスメントによる対策優先順位づけ

環境負荷低減への取り組み

PRTR法対象物質

　三井化学は「特定化学物質の環境への排出量の把握

等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR＊1法）」に

基づき、毎年製造または使用した指定化学物質の環境中

への排出量と移動量を国に届け出ています。PRTR法対

象物質の排出はこの6年間で着実に減少し、2007年度の

総排出量は2001年度と比較して55％減っています。

工場別PRTRデータ

有害大気汚染物質

　大気汚染防止法で指定の健康リスクがある程度高いと

考えられる有害大気汚染物質（優先取組物質）に対し、自主

ガイドラインによる積極的な排出量の削減を図っています。

2007年度の当社全体の排出量は55tとなりました。大牟

田工場では、2006年度に講じた無害化対策により、塩化ビ

ニルモノマーの排出量を前年度比で95％削減しました。

化学物質の排出削減

有害大気汚染物質の排出量の推移

＊1 PRTR : Pollutant Release and Transfer Registerの略。

PRTR法対象物質の排出量の推移
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＊2 VOC : Volatile Organic Compoundsの略。

VOCの大気への排出量の推移

＊3 MOS（Margin of Safety）値 : 工場境界での化学物質予想濃度／その化学物
質の環境基準あるいは自主管理基準濃度。
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　当社は、土壌・地下水汚染に適切に対応しています。

　2007年9月に、関係会社で以前農薬を製造していた三

西化学工業（福岡県久留米市所在。1983年操業停止）

工場跡地に隣接する九州新幹線工事現場（JR九州鹿児

島本線荒木駅構内）の土壌から、ダイオキシン類および農

薬が検出されました。これを受け、当社は三西化学工業と

共同し、福岡県および久留米市の指導のもと、工場跡地

の土壌調査および対策の実施、跡地周辺の土壌調査お

よび対策実施への協力など適切な対応を進めています。な

お、土壌などの調査結果は逐次公表しています。

ニュースリリース

　環境苦情は3件あり、迅速かつ適切に対応しました。

　当社では、大気汚染物質（NOX、SOX、ばいじんなど）や

水質汚濁物質（COD、窒素、リンなど）の排出負荷の削減

に努めており、現在の排出負荷量はいずれも法や条例など

の基準を大きく下回っています。また、年間1,898百万m3

の水を冷却塔で循環利用するなど、生産活動での水利用

負荷の低減を図っています。

大気汚染・水質汚濁物質の削減

環境負荷の推移

土壌汚染対策

環境苦情

2007年度苦情への対応

Staff Comment

　私たちは経済性と法
令遵守を常に意識して、
産業廃棄物の処理にあ
たっています。ミニマム
化を進める上で、経済
性に見合うリサイクル
業者を探すことが私た
ちの課題です。各部署
と協力して処理の変更
や分別回収によるリサ
イクルを推進していき
ます。

大阪工場　安全・環境部
安全環境グループ

牧　義信（右）
（株）エムシー・オペレーションサポート
大阪事業所　安全・品質推進室

伊藤 健滋 （左）

↑オブジェクト色はここから
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工場名 内容 対応

大阪
フレアスタックの炎および
燃焼音が大きい。

夜間の放出を少なくし、昼間
の放出を増やした。

大牟田

導水管工事での粉塵飛散。
飛散防止用のシートの隙間
を塞ぐなど、対策を強化。

倉庫保管中の容器破損によ
る臭気苦情。

内容物を新しい容器に移すと
ともに、保管物の管理を強化。
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【三井化学グループと環境】

地域保安防災計画・防災訓練

　当社グループでは緊急時の対策として消火、呼び出し、

通報など防災訓練を実施しています。職場ごとに年間計画

を作成し、各現場の業務に応じた内容で実施するほか、工

場全体での総合防災訓練も定期的に企画し、公設消防隊

と自衛消防隊が一体となった訓練を実施しています。また、

企業間の相互援助訓練として公設消防隊や近隣企業を

交えた共同防災訓練も行っています。

　工場全体での総合防災訓練では、地元自治会の方に

見学をしていただき、保安防災への取り組みについて理解

を深めていただいています。

保安防災教育

　事故防止の対策として保安防災教育にも力を入れてい

ます。運転員、生産技術系技術者、研究者それぞれに対

し、必要なカリキュラムで教育を実施しています。

　なお、今後は国内外の関係会社の保安防災教育にも取

り組んでいく予定です。

事故・災害防止への取り組み 

保安の確保

　安全・環境部に設けられた「保安技術センター」が保安

技術の中核となり、安全性評価の支援や保安防災教育を

通じて、国内外三井化学グループの保安技術レベルの向

上と強化を図っています。

〈保安技術センターの機能〉
● 安全性評価に関するコンサルティング
● 開発の段階ごとの安全性チェック
● 安全性評価試験・評価の実施
● 保安防災教育の実施
● 事故・トラブル発生時の原因究明および支援
● 安全性情報データベースの拡充と保守

　また、工場の個別の安全問題に関しては各工場1名の

工場SE＊、各職場1名の職場SEを中心に改善に取り組ん

でいます。特に2007年度は、ガス爆発防止の観点から総

点検による危険箇所の摘出をし、対策を実施しました。

三井化学グループは、安全の確保を最優先とし、無事故を目指した積極的な取り組みを行っています。
事故の予防策をとることを第一とし、事故を発生させないシステムの構築を推進しています。

生産における事故・災害の防止

＊SE：Safety Engineerの略。安全問題の解決にあたる窓口を担う。

Staff Comment

　工場内の各職場に保安技術を
浸透させ、プロセスや設備、作業
の安全化を図ることが工場ＳＥの
重要な役割と考えています。
　各職場の職場SEなどと連携
し、工場の事故災害撲滅を目指
します。

大阪工場　安全・環境部　
安全・環境グループ　

笹谷 員禎

↑オブジェクト色はここから

研究段階 新設・改造段階

ⅢⅠ Ⅱ Ⅳ Ⅴ 決裁

0次

発注 官申請 工事

安全性
評価内容

情報収集、物質危険性評価（毒性、火災・爆発、反応危険性データ取得）、
プロセス安全性評価、設備安全性評価、安全対策評価、環境影響など

研究関係環境安全会議

製品安全会議

安全性評価会議 1次 2次

〈 〉

岩国大竹工場総合訓練 Amoco Mitsui PTA Indonesia社の防
災訓練

保安防災教育

対象者 １年 ２～７年

運転員

入社時、６カ月後、１年目
〈教育内容〉
・安全概要（火災爆発体験教育）
・労災・火災防止の基礎知識
・防止技術と実施事項の再確認

・昇格時：グループ討議など
・工場でのＯＦＦ ＯＪＴによる保安
1～５段階教育あり
 （保安４・５段階は８年目以上）

生産
技術系
技術者

入社時
・保安・環境保全概要
・安全教育（入構者、KYT）

・安全性評価（DOW､HAZOP）
・物質安全性評価（MSDSなど）
・保安防災技術（安全工学、事
例） 

研究者
入社時
・保安・環境保全概要
・安全教育（KYT）

・物質の危険性、反応危険性、混
触危険性、MSDSなどの保安
防災技術教育

各段階（研究から新設・改造まで）の安全性評価
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事故・労働災害の根絶に向けた活動

　物流業務の中には、多く

の高所作業があります。一

例としてローリー充填作業に

おいては、3m以上の高所

で作業をする必要がありま

す。乗務員の安全確保のた

め、転落防止の安全帯使用を推進しています。また、熱傷・

薬傷防止のため、保護具の着用を義務付けています。

事故発生時の拡大防止

　当社グループでは、製品輸送中に事故が発生した場合

に、その被害を最小限に抑えるため「三井化学グループ構

外物流事故・緊急連絡網及び応援体制」（MENET）を定

めています。国内を6地区に分け、24時間出動できる体制

を整えています。また、年に2回、緊急通報・出動訓練を行っ

ています。

物流協力会社との対話

　三井化学グループでは、物流協力会社と一体になった

安全活動を行っています。

　各工場物流担当部署は、物流協力会社とおおむね月に

1回、物流協議会を開催し、物流事故などの情報の共有

化、ヒヤリハットの事例検討、現場パトロールや教育を行い、

コミュニケーションを図っています。また、「三現主義」に基

づいて、物流協力会社のRC監査、現場作業者との安全

対話を実施し、物流事故の未然防止に努めています。

MSDS・イエローカードによる安全対策

　当社グループの製品は、高圧ガ

ス、危険物、毒劇物など、法で定め

られた化学物質が多いため、製品

の安全輸送に万全の注意を払って

います。

　物流を委託する物流協力会社に

対しては、取り扱い・保管上の注意

（危険性、有害性など）に関する情報を提供するため、製

品安全データシート（MSDS）を提供しています。また、輸送

時には、事故発生時にとるべき措置や通報内容を記載した

イエローカードの携行を義務付けています。

製品の安全な輸送

イエローカード

Staff Comment

　高圧ガス、危険物、そして毒劇
物を日常的に取り扱う物流事業
者として、安全の確保は、最重要
課題です。そのため、多数の協
力会社と連携して、安全パトロー
ルや指差呼称の演錬を継続しな
がら、さらにRC活動の充実を
図っていきます。 （株）ＭＣＩ物流西日本

島 信之

ローリー充填作業

　2008年 度は、物流に関わ
る安全・品質目標のひとつに、
「ローリートラブル撲滅 ゼロ
件」を掲げ、物流部一丸となって
取り組んでいきます。そのため、
改めてローリー作業手順書の見
直しとドライバーへの遵守徹底
を行っていきたいと思います。 物流部長

寺崎 俊夫

MENET応援基地 北海道三井化学（株）

市原工場

本社

名古屋工場

大阪工場

大牟田工場
岩国大竹工場

Director Comment
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三井化学グループは、
CSRの基盤となる活動に
積極的に取り組んでいます。
ここでは、ステークホルダーの信頼を
獲得し、社会的責任を全うするための
取り組みを報告します。

C
S
R
を
支
え
る
仕
組
み

コーポレート・ガバナンス体制図

株主総会

代表取締役

会計監査人

CSR委員会

リスク・
コンプライアンス

委員会

内部統制推進室

監査役会
監査役5名

うち社外監査役3名

取締役会
取締役13名

うち社外取締役3名

選任

監査

監査

選任

事
業
本
部
、研
究
本
部
、生
産
・
技
術
本
部　

ほ
か

会計監査

選任

経営会議



コーポレート・ガバナンス
三井化学グループは、株主の皆様、お客様、地域の方々など
ステークホルダーの信頼を確保し、企業の社会的責任を全うするために、
コーポレート・ガバナンスの充実を経営上の最重点課題のひとつと考えています。

監査役監査

　監査役は、社内の重要な諸会議に出席し、社長などとの

間で定期的に意見交換を行う場を持つとともに、業務執行

取締役の決裁書および重要な議事録の回付を受け、確認

しています。また、会計監査人との間および内部統制推進

室との間で、それぞれの年間監査計画、監査結果などにつ

いて意見交換を行うなど、相互に連携を図り監査を実施し

ています。

経営会議

　取締役会に付議すべき事項のうち事前審議を要する事

項および業務執行に関する重要事項を審議するための機

関として「経営会議」を設置し、適正かつ効率的な意思決

定が可能な体制を構築しています。なお、同会議には監査

役が出席し、必要なときには意見を述べることができることと

しています。

内部統制推進室による監査

　当社は2007年4月に内部統制推進室を設置し、会社

法および金融商品取引法に対応するために、年間監査計

画に基づき、グループ全体の内部統制の整備・運用状況

の監査を実施しています。

　具体的には、以下の事項に注力しています。

●法令・ルール遵守監査機能の充実

2007年度は、国内関係会社に対して、法令・ルール遵

守に係る自己評価プロセスを組み込んだ監査を導入しま

した。2008年度は、事業部門および工場など他部門へ

の展開を図っていきます。

●金融商品取引法（内部統制報告書の提出）への対応

金融商品取引法への対応としては、2007年度は財務

報告に係る内部統制の状況を評価する仕組みを整備し

ました。2008年度は、内部統制報告書提出に向け、内

部統制の有効性の初年度評価を実施します。

　社会的信頼を確保し、企業の社会的責任を果たすため

に、常に経営の透明性を向上させることを基本として、重要

な意思決定にあたっては、社則に基づいて設置された諸会

議を通じて、広く議論を行う体制を整えています。また、社

外取締役の選任、監査役機能の重視などによる内部統制

システムを構築しています。

　社外に対しては、IR活動、広報活動に積極的に取り組

み、株主、報道機関などへの適時適切な情報開示に努め

ることで、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保を図って

います。

取締役会

　取締役会を原則として月1回開催し、経営に関する重要

事項について意思決定を行っています。また、各取締役よ

り職務執行状況、財政状態および経営成績などについて

報告を受け、各取締役の職務執行を監督しています。

執行役員制度

　経営監督機能と業務執行機能の役割分担の明確化を

図るため、執行役員制度を導入しています。これにより、経

営の意思決定のスピードアップを図り、各部門の業務を円

滑かつ迅速に遂行し、経営体制のいっそうの強化・充実に

努めています。

コーポレート・ガバナンスに
対する考え方

コーポレート・ガバナンスに
関する施策の実施状況
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【CSRを支える仕組み】

リスク・コンプライアンスマネジメント　

リスク・コンプライアンス委員会

　リスク管理規則に基づき、リスク管理方針を審議し、リス

ク管理システムを維持、運営するため、担当取締役を委員

長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を設置していま

す。

グループリスク管理システム

　リスクを早期に発見し、リスク顕在化を未然防止するため、

「三井化学グループリスク管理システム」を導入し、下図に

示す体制のもと、リスク管理を推進しています。

　また、同システムでは、社長を最高責任者とするライン業

務においてリスク管理に関するPDCAを着実に実施し、日

常的に関係会社を含めたグループリスクの未然防止を確

実に行える体制を強化しています。

三井化学グループは、株主の皆様、お客様、地域の方々など
ステークホルダーの信頼を確保し、企業の社会的責任を果たすため、
経営活動の脅威となり得るすべての事象についてリスク管理の徹底を図っています。

リスク管理体制
リスクホットライン

　当社グループ従業員が社内で違法行為が行われている

などのリスク情報を入手した場合、直接リスク・コンプライア

ンス委員会または社外の弁護士に報告・相談できる制度を

設けています。この制度では、報告・相談したことにより当

該従業員が不利益な取り扱いを受けないことを社内規則

に明確に定めています。

経営ビジョン
・企業理念

・目指すべき企業像

行動指針

グループリスク管理の基本的な考え方

1.使命（リスク管理意識の浸透、リスクの早期発
　見およびリスク顕在化の未然防止）
2.「リスク」の定義（「危機」との違い）
3.リスク管理の基本目的（あるべき姿）
4.リスク管理の基本姿勢

経
営
ト
ッ
プ
に
よ
る
レ
ビ
ュ
ー

（
中
期
経
営
計
画
、予
算
審
議
）

会
社
お
よ
び
各
部
門

年度計画策定（重点リスク、対策、管理目標）PLAN

重点リスク対策の実施DO

評価、監査の実施CHECK

リスク対策、管理目標の改善ACTION

リスクホットライン運用実績

「グループリスク管理システム」運営体制

「グループリスク管理システム」概念図

生産統括部、安全・環境部、

品質保証部、システム企画部、

知的財産部、経営企画部、

グループ経営推進部、

予算管理部、財務部、

CSR・広報部、総務部、

法務部、人事・労制部

経営会議

リスク管理支援部 本社各部
（リスク管理支援部

を含む）

工場・研究所

支店

関係会社

内部統制
推進室

リスク管理の実施
のサポート
（管理方針周知、
実施状況確認）

監査報告
リスク情報

リスク情報

連携 監査

コンサルティング

CSR委員会

リスク・コンプライアンス委員会

社長

↑オブジェクト色はここから
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↓メモリ書体、級数はここから

↑棒グラフの細さはここから
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　当社は、首都圏における大規模地震発生に備えたBCP＊

を策定し、本社機能が麻痺した場合、指揮命令系統を早

期に確立するための「緊急対策本部」や、顧客対応を迅

速・適切に行うための「緊急顧客対応センター」の設置につ

いて定めています。また、新型インフルエンザの流行や工

場大規模事故に備えたBCPも整備しています。

　コンプライアンスの推進には、守らなければならないという

意識と守るべき法令・ルールの知識を社員一人ひとりに徹

底することが必要かつ重要です。当社グループでは意識面

の「コンプライアンス意識教育」、知識面の「法令・ルール

遵守教育」、社員が常に参照できる「コンプライアンスガイド

ブック」という3種類の手段で徹底を図っています。

コンプライアンス推進のための冊子

　社員一人ひとりにコンプライアンスの周知徹底を図るた

め、当社グループでは2003年に、業務遂行上の留意点を

まとめたコンプライアンスガイドブック（2006年改定）を全

グループ社員に配布しました。また、過去に独占禁止法違

反による排除措置命令および課徴金納付命令を受けた事

実を重く受け止め、再発防止策として、独占禁止法遵守マ

ニュアルを改訂し、全

グループ社員に配布

しました。

　これらの冊子を利用

し、日常的なコンプラ

イアンスの推進を行っ

ています。

BCPの整備

コンプライアンス教育

コンプライアンス意識教育

　コンプライアンスの

徹底には何よりも役

員、社員一人ひとり

の意識が重要です。

一方で、各人の職務

により必要な意識も

異なると考えます。そこで経営層から新入社員まで層ごと

に内容を変えたコンプライアンス意識教育を実施していま

す。経営層、各部門の長に対しては、コンプライアンスに

関して実務経験豊富な弁護士、大学教授による教育を

行っています。

　これにより各層の各自が率先垂範することでグループ全

体にコンプライアンス意識が浸透し、風通しのよい企業とな

ることを目指しています。

法令・ルール遵守教育・e-ラーニング

　知識面の教育として、当社グループでは「法令・ルール遵

守教育」を実施しています。業務遂行にあたり社員が知って

おくべき重要な個別法令を取り上げ、現在15科目あります。

　基本は年に2回ないし3回の集合教育形式ですが、時

間と場所の制約を取り除き、受講者の利便性を高めるため

に、2005年度からe-ラーニングを導入。12科目がe-ラーニ

ング化されています。

　各社員には、自己の業務内容に応じて受講すべき科目

が決められています。さらに、受講済みの科目についても3

年後に再受講することをルールとし、必要な事項について

最新の知識を有するようにしています。2007年度の受講

者数は、延べ約17,000名でした。

　2007年度より、高圧ガス保安法や消防法など重要な法

令については、製造現場の社員を対象に、より高度な内容

のe-ラーニングもスタートしました。

＊ BCP（Business Continuity Plan）：災害・事故で被害を受けても事業活動レベル
の低下を最小限に抑え、かつ可能な限り短い期間で回復するための計画。

独占禁止法遵守マニュアル（左）と
コンプライアンスガイドブック（右）
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【CSRを支える仕組み】

　三井化学は、経営管理のひとつの柱としてRCを位置

付け、環境保全、保安防災、労働安全・衛生、化学品安

全、品質、物流安全および社会とのコミュニケーションの

各分野で推進しています。具体的には環境マネジメント

システム（ISO14001：2004）、品質マネジメントシステム

（ISO9001：2000）、労働安全衛生マネジメントシステム

（OHSAS18001）を総合化したマネジメントシステムを構

築し、法規制の遵守や潜在リスクの積極的な低減、および

これらに関する情報公開に努めています。関係会社につい

ても同様のシステムを導入し、グループとしてのRCを推進し

ています。

 

　環境・安全・品質担当取締役を委員長とするレスポンシ

ブル・ケア委員会（RC委員会）が中心となり、労働衛生担

当取締役、各工場長、各事業本部管理部長、安全・環境

部長、品質保証部長ほかの委員によりRC活動に関する方

針・戦略・計画の立案、実績評価、RCシステムの見直しな

どを年4回行っています。さらに都度その討議内容を経営

会議へ報告することで、経営トップのRCへの関与を深め、

風通しのよい管理体制をとっています。

　具体的なRC活動は、各部門のRC推進責任者（各本部

長）が中心となって工場、関係会社、事業部で推進しています。

レスポンシブル・ケアマネジメント
企業理念に掲げた地球環境との調和を実現するために、
三井化学はグループ全体で、設備の安全、従業員の安全と健康、製品の安全を確保し、
環境負荷の低減を図るレスポンシブル・ケア＊（RC）を推進しています。

RCマネジメントシステム

＊ レスポンシブル・ケア：RC（Responsible Care）とは、化
学物質を製造または取り扱う業者が、自己決定・自己責任
の原則に基づき、化学物質の全ライフサイクルにわたり、
社会の人々の健康と環境を守り、設備災害を防止し、働
く人々の安全と健康を保護するため、対策を行い、改善
を図っていく自主管理活動です。詳細は日本レスポンシブ
ル・ケア協議会のホームページをご覧ください。
http://www.nikkakyo.org/organizations/jrcc/index.html

三井化学のRCマネジメントシステムと社会との関わり

社
会

環境保全
P39-46

化学品
安全
P25

労働安全
・衛生
P35・36

物流安全
P48

保安防災
P47

品質
P24

三
井
化
学

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

﹇
情
報
公
開
・
対
話
﹈

環境、安全、労働衛生
及び品質に関する基本方針

　三井化学グループは、「地球環境との調和の中で、
材料・物質の革新と創出を通して高品質の製品とサー
ビスを顧客に提供し、もって広く社会に貢献する。」と
の企業理念のもとに事業活動を展開していきます。
　そのためには、三井化学グループ行動指針を踏ま
え、お客様重視とともに、法令・ルールの遵守、環境の
保全と安全の確保が経営の基盤であるとの認識にた
ち、「環境」、「安全（保安防災、化学品安全、労働安全）」、
「労働衛生」および「品質」について、以下の基本方針
で取り組みます。

1.環境
● 新しい技術・製品の開発により環境保全に貢献します。
●  製品の開発から廃棄までの全ライフサイクルにわたる環

境負荷について、その影響を評価し、低減に努めます。

2.安全、労働衛生
● 安全確保を最優先とし、無事故・無災害を目指します。
●  適正な職場環境の形成の促進及び社員の自主的な健康

確保の支援をはかります。
●  化学物質の取り扱いに関する安全を確保し、社員はもと

より、工事及び物流関係者、お客様等関係する人々の健康

障害の防止をはかります。

3.品質
●  お客様が、その用途について安心して使用し、満足し、信

頼する品質の製品とサービスを提供します。

4.自主管理の推進
●  関係法令や規制を遵守することはもとより、レスポンシブ

ル・ケアの精神に則り自主管理する環境、安全、労働衛生

及び品質の継続的改善に努めます。

 1997年10月1日制定

2006年  4月1日改正

レスポンシブル・ケア®

RC推進体制
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国際規格の認証取得

　当社のすべての工場において、品質、環境保全および

労働安全・衛生に関して、ISO9001：2000、ISO14001：

2004およびOHSAS18001の3つの国際規格の認証を

取得しています。

　また、国内外の関係会社に対しても、ISO9001：2000と

ISO14001：2004の認証取得を積極的に推進しています。

国際認証取得状況およびRC監査の実績

事業所の環境・安全・労働衛生・品質監査

　当社の各工場と研究所を対象とした環境・安全・労働衛

生・品質監査を、年間計画重点課題の達成状況を中心に

毎年実施しています。監査者はRC担当役員、RC担当部

長、社内のRC専門家で構成し、報告を聞くだけではなく、

現場の確認、現場管理者との意見交換を通して現場に密

着した監査を実施しています。

　2007年度は「製造課長自身による安全活動への取り

組み」状況の確認や現場作業者との環境・安全・労働衛

生・品質に関するコミュニケーションに重点を置いて監査を

実施しました。

事業所の法令遵守監査

　当社では、役員、社員一人ひとりが三井化学グループ行

レスポンシブル・ケア活動の運営スキーム

次年度計画への反映

レスポンシブル・ケア委員会
(4月、7月、10月、1月開催)

実績評価
[本社 RC管理部署]

経営会議
[議長：社長]

計画の実行
[工場、関係会社、事業部]

RC計画策定
(3月末)

改
善
指
示

随時報告

RC監査

動指針の中で「法令・ルールの遵守」を掲げ日々行動すると

ともに、全社重点課題として法令遵守に積極的に取り組ん

でいます。法令遵守の徹底を図るべく、工場の検査管理部、

安全・環境部監査グループによる法令遵守監査や、検査管

理組織による自主保安認定の検査管理監査に加え、本社

監査グループによるダブルチェックの監査を行っています。

　2007年度は、本体5工場に対して、高圧ガス保安法、

消防法、水質汚濁防止法、大気汚染防止法など7法令に

関わる法令遵守監査を各2回実施しました。また高圧ガス

保安法に基づく自主保安認定を取得している本体4工場

に対しては、認定保安検査や認定完成検査に関わる監査

を各工場1～3回実施しました。

関係会社の環境・安全および品質監査

　関係会社についても、関係会社を所管する事業部と安

全・環境部および品質保証部が、環境・安全および品質監

査を実施します。監査は、各社からの報告や現場確認をも

とに、RC管理状況の実態把握・評価を行い、各社の状況

に応じた改善の助言・指導やRCに関する情報交換を行っ

ています。本監査は、各社の優れた活動を水平展開する

上で有効です。

　2007年度は、国内外で環境・安全監査（24社29工

場）、品質監査（30社35事業所）を実施しました。

Staff Comment

　昨年、当社はRC14001＊とISO14001を、部門横断
チームを核に、経営陣の強い後押しの下、10ヵ月で認
証取得しました。これらにISO9001を組み込んだ統合
管理システムにより、環
境・衛生・安全のさら
なる改善と質のよい製
品・サービスの提供を
確実にしていきます。

＊RC14001：米国化学工業協
会のRC規格をISO14001に組
み込んだ環境・衛生・安全・保安
の技術仕様書。

Anderson Development社
Environmental & Quality Manager

Christopher A. Goeloe
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社内外の声をCSR活動や報告書の
改善に活かします

『CSR報告書2007』アンケート集計結果

三井化学グループでは、今後のCSR活動や報告書の改善に反映させるため、広く社内外の方々からご意見をいただくアンケー

トを実施しています。

2008年5月30日現在で、202件（社外ステークホルダーの皆様からは12件）のご回答をいただきました。貴重なご意見、ご感

想をありがとうございました。下記にアンケート結果をご紹介します。

アンケートに回答された方のお立場Ｑ1

お読みになっていかがでしたか？Ｑ2

関心を持たれた項目（複数回答）Ｑ3 三井化学グループの
CSR活動についての評価

Ｑ4
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三井化学グループのCSR
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地球温暖化防止への取り組み
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Mitsui Chemicals CSR Report 2008

デイヴィス スコット氏（立教大学 教授）より

● トップダウンとボトムアップの2本立ての活動例はいくつ

かあるが、三井化学の推進体制はとりわけ優れた実例で

あり、今後の成果報告を楽しみにしている。

● 理解しやすく体系化された「グランドデザイン」を打ち出

したことが印象的である。レポートではGHG排出量を主

なテーマとしているが、さらなる数値目標を設定するこ

とを期待したい。

● ステークホルダーごとに報告する方針がわかりやすい。

また、様々なステークホルダーとの対話プロセスを説明

している点も優れている。より具体的な目標を掲げ、成果

を開示するとよりいっそう良質なレポートとなるだろう。

『CSR報告書2007』にいただいた第三者意見

増田 優氏（お茶の水女子大学 教授）より

● CSRを本業を通じたステークホルダーへの貢献と定義付

けていることが理解できる。CSR活動が進展したことな

ど評価できる部分も多いが、本業での地道な努力が十分

伝わらないなど改善点も少なくない。

● 全体に法令遵守を強調しているが、自ら掲げる目標に挑

戦する姿を率直に表現することが望まれる。

● 総花的なCSR活動・報告だけではなく、豊富な一次情報

によって本業の活動が包括的に記述され、読者の頭を活

性化するようなCSR報告書を期待したい。

● 会社の誠実な姿勢が浮かび上がってくる良い報告書である。 （お取引先）

● トップダウンとボトムアップの双方向での取り組みがよい。 （お客様）

● 「従業員とともに」の取り組みが他社に比べて優れている。 （教育・研究機関）

● 「経済・環境・社会3軸での業績評価制度」とCSRサポーターによる活動が素晴らしいと思います。（企業の環境・CSR担当）

● 「心をわくわくさせるようなCSR報告書」を目指してください。（企業の環境・CSR担当）

● 化学を代表する御社であるから、三井化学が特に力を入れている点を強調するとよい。（企業の環境・CSR担当）

アンケートに寄せられたご意見ご感想

『CSR報告書2008』に取り入れた主な改善点
アンケート結果、『CSR報告書2007』の第三者意見に基づいて以下の工夫を行いました。

（5）「読みやすさ」「重点指向」「優先順位付け」をさらに
追求しました。例えば、「読みやすさ」については色
や文字の大きさを検討し、より読みやすくしました。
また、「重点指向」「優先順位付け」については、地
球温暖化防止に関する記事を増やしました。

（6）社会貢献活動については、新たに項目を設けて紹介
しました。

（7）特集、およびダイアログのページ数を増やして詳細
にお伝えすることにより、重要な取り組みをご理解
いただく工夫をしました。

（1）GHG排出量については、さらなる目標値を開示し
ました。

（2）CSR活動の大きな柱であるサポーター制度につい
ては、引き続き発信を行っていきます。

（3）ものづくりの様々な現場の工夫と躍動が表現され、
手に取る方の心をわくわくさせるような本業での取
り組みを盛り込みました。

（4）特に、洞爺湖サミットなどで話題となっている“地球
温暖化対策”について、三井化学の本業の活動が包
括的に記述されるよう工夫しました。

社外の皆様からのご意見
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『CSR報告書2008』への第三者意見

バランスのとれた企業戦略　社会的責任の履行と、社会のさら
なる繁栄への貢献に真剣に取り組んでいる企業は、社会的・環境
的目標を企業戦略の不可欠なものとして策定する。三井化学で
は、2007年に発表した10～15年のさらなる成長を目指した「グラ
ンドデザイン」（P7～8）で経済、社会、環境の目標をはっきりと明
記している。今年度の報告書には、グランドデザインの最終目標
達成に向けて、2008年度中期経営計画期間中に達成すべき一
連の具体的な目標が盛り込まれている。これら中期目標が2008
年度に設定されたのは、広範囲にわたるバランスのとれた財務面
（利益およびROA）、職場（労働災害発生率）、環境パフォーマン
ス（GHG排出および廃棄物処理）の数値目標を明らかにするため
である。従って、2007年度の設定からは大幅に進展し、社長のメッ
セージに示されているように、化学およびプラスチック製品のメー
カーとして社会に貢献するという使命の達成を目指した真剣な姿
勢が反映されている。

客観的な自己評価　CSR活動の質は、客観的な第三者的な視
点で自らを省み、その達成度を批判的に検討しようとする企業の取
り組み度合いに現れる。今年度の報告書では、ガバナンス、社会
的および環境パフォーマンスにおける戦略目標達成の進捗状況
が21～22ページの表で見事に表現されている。特に印象的なの
は、達成率が70％に満たないものは不十分と見なす、自らに課し
ている厳しい評価基準である。日本企業のCSRレポートにおいて
は、マイナス情報が盛り込まれることはめったにない。日本の大手
グループ企業の親会社が関連会社のコンプライアンス違反を報
告し、そうしたコンプライアンス違反の誘因をその構造的観点から
分析し、再発防止のために親会社が講じる措置について説明する
ことは、極めて稀なことである。三井化学ファブロの違反行為につ
いてきちんと説明を行うことにより（P23）、三井化学はコミットメント
すべき責任の範囲を明確に示している。

社員を主体としたCSR推進　三井化学は、他の多くの企業同
様、社員の参加を通じてCSR活動を推進していると述べている。
三井化学の場合、この主張はまったく正当である。社員の密接な
関与とその重要な役割は、CSRサポーター制度、11～16ページ
の特集記事の3つの活動、17～20ページのステークホルダー・ダ
イアログに示されている。しかし特に重要なのは、このような関与
形態だけではなく、人的資源管理（HRM）体制を整備している点で
ある。三井化学グループの人材マネジメント方針（P31）は極めて
優れている。会社が社員に求めるだけにとどまらず、社員の幸福と
成長を保証するためにHRMが果たすべき役割についても具体的
に述べている。
　三井化学は非常にすばらしい報告書を作成している。2009年
はさらに客観的な自己評価、革新、および社員の活動に期待する。

　当社グループのCSR活動につきまして、貴重なご意見をいただき

ありがとうございました。当社グループは、「社会から信頼される企業

グループ」を目指したCSRを進めています。社会の信頼を得るために

は、ステークホルダーの皆様の声に耳を傾ける「受信」と、企業として

の活動を積極的に伝えていく「発信」の、双方向のコミュニケーショ

ンを大事にし、充実した取り組みを推進していくことが必要であると

考えています。いただきましたご意見を活かし、よりいっそう充実した

CSR活動を推進してまいります。

ご意見をいただいて　　常務取締役　得丸 洋

立教大学 経営学部教授

デイヴィス スコット 氏

　化学製品を製造する大手メーカーとして実績をあげている三井
化学の『CSR報告書2008』に第三者意見を書くことは、非常に
難しい課題である。なぜならば、第三者である外部の人間にとって、
細部に至るまで正確な情報を得ることは極めて困難だからである。

　収益目標と環境目標を両立させる目的で制定されている「グラン
ドデザイン」が三井化学の経営の羅針盤となっていることはステー
クホルダーにとってわかりやすい。例えば、環境においては、GHG
（温室効果ガス）原単位指数と産業廃棄物埋立量の削減という
2つの目標に取り組むことを明記したことである。また、この目標に
向かって非化石原料活用技術の開発に力を入れるということは注
目すべき決定である。なぜならば、炭化水素系の原料を効率よく
使用する生産工程の技術を生かし、炭水化物系の原料へ切り替
えることは簡単な課題ではないからである。実際的な取り組みにお
いて、三井化学の触媒技術のノウハウが原料の切り替えを促進す
ると考えられる。これが成立するならば、化学業界全体の刺激にも
なり、飛躍的な進歩を招く効果も期待できる。ぜひ、数多くの成功
例を示して欲しい。

　新技術開発の成果やGHG排出量削減の効果などを判断する
ためには、事業活動と環境負荷との関連を一貫した形式にして公
開することが欠かせない。業界の関心を引き起こした「エコ効率」
という考えに基づき、独自の判断尺度がすでに90年代の後半に
導入されており、遡って描かれたエコ効率指数と環境負荷統合化
指数の推移は連続的な改善の成果を示している。その続きを今
後のCSR報告書で読めることを楽しみにしている。

　三井化学が、社員一人ひとりが自ら取り組むことのできる環境づ
くりに力を入れていることは注目すべき点である。見逃せない点は、
各段階での社内のコミュニケーションが非常に重視されていること
である。また、約460名のCSRサポーターが関係会社を含むグルー
プ企業の各職場から選ばれ、CSR活動の核としてそれぞれの持ち
場、立場で積極的に活動しているという状況は目をみはるものがあ
る。さらに、社会の信頼を得るためには、ステークホルダーとのコミュ
ニケーションも極めて重要と見なされている。工場周辺の地域住
民をはじめ、様々なステークホルダーとの対話の方法については、
見習うべき点も多い。このような活動を今後も続けて欲しい。

以上のような分析に加え、実際に工場見学を行うことで、安全・環
境や地域とのコミュニケーションも含めかなり細かいところまで各担
当者の思いが浸透しているという感触を得ることができた。

神戸山手大学 
現代社会学部 環境文化学科 
客員教授

カール ハインツ 
フォイヤヘアト 氏
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社会からの表彰
受賞会社 受賞名 受賞理由 主催

三井化学（株）　市原工場
消防庁長官賞
日化協 JRCC安全賞

優良危険物関係事業所として
優秀な安全操業に対して

消防庁
社団法人 日化協

三井化学（株）　市原工場　茂原分工場 銀色有功賞（感謝状） 15年以上献血事業に協力した団体として 日本赤十字社

三井化学（株）　名古屋工場
地域美化・愛護運動の推進
クリーンルームの省エネルギー

永年にわたる国道23号線沿いおよび周辺道路の美化に貢献
2000m2大型クリ－ンル－ムの分散制御による省エネル
ギーCO2換算442tに対して

国土交通省中部地方整備局
日本冷凍空調設備工業連合会

三井化学（株）　大牟田工場 長期無災害賞 二年間無災害（休業）の達成のため 大牟田基準協会

下関三井化学（株） 地球温暖化対策優良事業所県知事表彰 地球温暖化対策実施に対して 山口県

Advanced Composites社 Ohio Plant Special Award 
2006年3月23日～2007年4月3日の期間において休業
災害ゼロを達成したため（658,812時間）

Ohio State（賞の選考、贈呈はShelby County）
（米国）

三井化学複合塑料（中山）有限公司 精神文明建設先進企業賞 精神文化の創出発展に資する活動が優秀と認められた 中山市トッチ開発区管理委員会（中国）

Mitsui Phenols Singapore社
Annual Health & Safety Performance 
Award 2007 (Gold Award)

安全成績、環境安全衛生管理システムが優れていたため 労働省（MOM）（シンガポール）

Thai Pet Resin社 2007EIA Monitoring Award 環境への対応管理が優れていたため タイ国政府天然資源・環境省（タイ）

Siam Mitsui PTA社 Plant Safety Award 優れた安全成績および環境安全衛生管理システムに対して タイ国工業省（タイ）

Grand Siam Composites社 Thailand 5S award（Gold Award） 優れたTPMおよび5Sの活動に対して Technology Promotion Association （タイ・日本)

三井化学グループの取り組み 日本の動き 世界の動き

2000年代

2008.01
2007.03

  .02
2006.04

  .02
2005.11

 .09
   .06
　　.03
2004.08

.11

2003.10
　.03

2002.10
.06
.04
.03

2001.06
.03

2000.10
  .01

国連グローバル・コンパクトへの参加
三井化学 第3回 触媒科学国際シンポジウム開催
グランドデザイン策定
人材マネジメント方針、購買方針、社会活動方針
の制定
シンガポール国際シンポジウム（シンガポール）
三井化学グループ行動指針制定
第1回CSR委員会
「CSR報告書」発行開始
CSR委員会、社会活動委員会、CSR室発足
三井化学 第2回 触媒科学国際シンポジウム開催
全工場でISO9001、14001、OHSAS18001
認証取得完了
三井化学シンポジウム at ISIS-ULP（フランス）

新人事制度導入
三井化学 第1回 触媒科学国際シンポジウム開催

環境関連事業の枠組み構築
OHSAS18001認証取得（名古屋工場）
リスク管理委員会設置
ISO14001認証取得（大牟田工場、大阪工場、
下関三井化学（株））
エコ効率、環境会計導入
ISO14001認証取得（市原工場）
全社メンタルヘルス増進計画策定
「レスポンシブル・ケア報告書」発行開始

2007

2006

2005

2003

2002

2001

2000

安倍首相が温暖化ガス削減に向けた総
合戦略「美しい星50」を発表
金融商品取引法公布
会社法施行
石綿による健康被害の救済に関する法
律施行
個人情報保護法施行

経団連 社会的責任経営部会設置
経済同友会 企業白書「市場の進化と
社会的責任経営」発行
化学物質審査規制法改正
グリーン・サスティナブルケミストリー
国際会議開催
土壌汚染対策法制定
「京都議定書」批准
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
令改正

PCB廃棄物の適正な処理の推進に関す
る特別措置法制定
再生資源利用促進法改正
グリーン購入法制定
循環型社会形成推進基本法制定

2007

2006

2005

2004

2003

2002

2001

2000

2050年GHG排出量半減を検討（G8ドイツ・
ハイリゲンダム・サミット）
欧州REACH施行
GRIガイドライン第3版発行
欧州WEEE、RoHS指令施行

「京都議定書」の発効

CSRのISO規格化決定
残留性有機汚染に関するストックホルム条約発効
化学品の分類および表示に関する世界調和シ
ステム（GHS）公表
第3回世界水フォーラム開催（日本）

ヨハネスブルグサミット開催
OECD対日審査報告書公表
バーゼル条約WGプラスチック廃棄物に関す
るガイドライン採択
GRIガイドライン2002発行
COP7（マラケシュ会議）開催
国際淡水会議開催（ドイツ）
第2回世界水フォーラム開催（オランダ）
COP6（ハーグ会議）開催
GRIガイドライン発行

1990年代

1999.10

1998.04

1997.10

大気環境負荷削減自主ガイドライン策定
（2005年までの削減計画）
第1回レスポンシブル・ケア委員会
オゾンによる汚泥分解法導入（ゼロエミッション）
経営ビジョン、環境・安全・品質に関する基本
方針の制定
三井化学（株）発足：三井石油化学工業（株）と三
井東圧化学（株）の合併

1999

1998

1995

PRTR法成立
ダイオキシン類特別措置法制定
地球温暖化対策推進法制定

日本レスポンシブル・ケア協議会設立

1999

1998

1997

1992

国連グローバル・コンパクト提唱
COP5（ボン会議）開催
COP4（ブエノスアイレス会議）開催

COP3（京都会議）開催
「京都議定書」採択
第1回世界水フォーラム開催（モロッコ）

「環境と開発に関する国連会議（地球サミット）」
の開催（リオデジャネイロ）/「環境と開発に関す
るリオ宣言」の採択/「アジェンダ21」の採択

「持続可能な発展」に向けたあゆみ

　下記のCSR報告書ワーキンググループを編成し、ステークホルダーの皆様からいただいたご意見を参考に報告内容の充実と、よりわか
りやすい報告書を目指して編集を行いました。この報告書を通して、ステークホルダーの皆様との対話を広げることができれば幸いです。

川合 由佳（機能材料事業本部 企画開発部）
行宗 敬人（先端化学品事業本部 管理部）
香本 敏博（基礎化学品事業本部 管理部）
中村 　淳（安全・環境部）
松永 明夫（品質保証部）

編集後記

渡邊 　豊（購買部）
川端 平子（物流部）
阿部 玲子（研究統括部）
平田 　繁（経営企画部）
高玉 義紀（グループ経営推進部）

片寄 　雄介（人事・労制部）
齋藤 紗智子（総務部）
深蔵 　自由（法務部）
大内 孝夫、伊牟田 淳一、野中 武、三橋 智子、福田 立子
（以上CSR・広報部）
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ー「化学」「革新」「夢」の三井化学を目指してー

〒105-7117
東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンター

お問い合わせ先
CSR・広報部
TEL 03-6253-2100
FAX 03-6253-4245
http://jp.mitsuichem.com

石油系溶剤の揮発性有機化合物（VOC）
を含まない、100％植物油（大豆油）ベー
スのインキを使用しています。
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Printed in Japan

2008

編集方針

　本報告書は、ステークホルダーの皆様との対話を図るために、CSR
の3つの側面（経済・環境・社会）のうち、主に環境および社会の側面
に関わる三井化学グループの取り組みを報告しています。なお、経済
側面は、アニュアルレポートで報告しています。
　本報告書の構成は、「三井化学グループと社会」「三井化学グルー
プと環境」および「CSRを支える仕組み」とし、社会面はステークホル
ダー別に取り組みを報告しています。また「特集」では、地球温暖化に
ついて当社グループが進めている取り組みを紹介しています。

WEBマークをつけた情報・データは、当社ホームページでご
覧いただけます。

ホームページ　http://jp.mitsuichem.com

報告書の対象範囲

対象期間：
　2007年度（2007年4月1日から2008年3月31日まで。ただし、 
　一部のデータについては2008年4月以降の活動も含んでいます。）
データの集計範囲：
　三井化学を基本とし、関係会社を含む場合は本文に記載しました。

参考にしたガイドライン

グローバル・リポーティング・イニシアティブ（GRI）
「サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002」
環境省「環境報告書ガイドライン2003年度版」
環境省「環境会計ガイドライン2005年版」

サステナビリティ・リポーティング・ガイドライン2002対比リスト

発行時期

2008年8月（次回：2009年8月予定）

古紙のリサイクルに取り組むオフィス町内
会と、森林の再生に取り組む岩手県岩泉
町との連携により実現した「森の町内会̶
間伐に寄与した紙̶」を本文P2～59に
使用しています。

本報告書は、環境へ配慮した制作・印刷方法を採用しています。

適切に管理された森林で生産された木材
を原料に含む「FSC認証紙」を使用してい
ます。

有害廃液を出さない「水なし印刷」方式で
印刷しています。




